
調査研究報告書 

（平成 27 年度 全国知事会 自主調査研究委託事業） 

再分配政策を支える地方財政について 

―国際比較の視点から― 

帝京大学経済学部講師 古市将人 

平成２８年３月



目次

はじめに  .................................................... 1 

1. 先進各国が直面する問題  ................................... 2 

1-1．拡大する格差と貧困がもたらす問題について  ............. 2 

格差と貧困がもたらす問題  ................................ 9 

経済的要因と健康問題  ................................... 12 

格差と再分配政策  ....................................... 16 

格差と機会の平等  ....................................... 20 

1-2.再分配の規模と再分配の構造  ........................... 22 

1-3.リスクの変化と再分配政策の変化  ....................... 34 

2. 福祉国家の財源構造  ...................................... 43 

3. 現代国家と政府間関係  .................................... 55 

3-1.社会保障制度と地方財政  ............................... 55 

3-2.地方分権の効果について  ............................... 64 

3-3.地方政府拡大と福祉国家  ............................... 67 

3-4.地方自治と地域差の関係  ............................... 72 

おわりに―再分配政策と地方政府  ............................. 76 

参考文献  ................................................... 79



1 

はじめに  

 本報告書は、各国が直面する格差や貧困といった諸問題を再分

配政策と地方財政の視点から検討することを目的とする。再分配

政策の研究において、政府間関係はそれほど本格的には扱われて

はいない。実際には、多くの公共サービスを供給しているのは地

方政府である。本報告書では、格差や貧困が引き起こす問題に対

して、地方政府が果たす役割について整理・検討をする。そのた

め、本報告書では、各種のデータや先行研究の整理検討を通じて、

この問題を分析する。ただし、論点の範囲が広いため、網羅的な

サーベイは行ってはいない。  

 まず、格差や貧困のデータを概観した上で、格差や貧困が社会

や経済に与える影響を検討する。このような問題に対処する各国

の再分配政策について分析している。  

 次に、再分配政策を実施するための財源基盤について議論をし

ている。多くの研究では、付加価値税の税収調達力に注目してい

る。しかし、国によっては付加価値税を超える税収を、地方税か

ら調達している国もある。  

 そこで、現代の福祉国家を評価する上で、地方政府が重要な主

体であることを指摘する。ただし、地方の自治を強調する視点と

地域間の平等を志向する動きは、常に緊張関係にある。この問題

を解決する上で、財政調整制度が果たす役割について検討する。 

 最後に、全体の議論を整理した上で、日本財政について検討する。 
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1. 先進各国が直面する問題  

1-1．拡大する格差と貧困がもたらす問題について  

 本章では、まず、OECD(経済協力開発機構 )の格差と貧困のデー

タを確認することを通じて、近年の各国が直面する問題を整理す

る。次いで、再分配政策に関する動向を整理し、検討を加えたい。  

 まず、 OECD の所得増加の動向を確認したい。表 1 は 1980 年代

半ばから 2000 年代末にかけての、全人口、各国の高所得層（所

得第 9 十分位）と低所得層（所得第 1 十分位）の実質所得の増減

を比較している。まず、全人口でみれば、どの国も 1980 年代か

ら 2000 年代末にかけて、平均所得を増加させているのが分かる。

ただし、対象国の中で最も所得の増加幅が低いのが日本である。 

 経済全体のパイの大きさも大事だが、その分配のされ方も重要

である。平均的な所得の増加幅は、所得層によって異なっている

のか確認しなければならない。各国において、高所得者と低所得

者も平均的な所得増加の恩恵を享受しているのが表 1 から読み取

れる。  

表  1 各国における世帯所得の変化  

単位：%

総人口 第1十分位 第9十分位
オーストラリア 3.6 3.0 4.5
ベルギー 1.1 1.7 1.2
カナダ 1.1 0.9 1.6
デンマーク 1.0 0.7 1.5
フィンランド 1.7 1.2 2.5
フランス 1.2 1.6 1.3
ドイツ 0.9 0.1 1.6
日本 0.3 -0.5 0.3
ルクセンブルク 2.2 1.5 2.9
メキシコ 1.4 0.8 1.7
オランダ 1.4 0.5 1.6
ニュージーランド 1.5 1.1 2.5
ノルウェー 2.3 1.4 2.7
スペイン 3.1 3.9 2.5
スウェーデン 1.8 0.4 2.4
イギリス 2.1 0.9 2.5
アメリカ 0.9 0.1 1.5
OECD-27 1.7 1.4 1.9

1980年代から2000年代末までの実質所得の変化
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出 典 ： OECD（ 2011=2014） ,p.23,表 1 1

注：所 得 は 世 帯 規 模 と 消 費 者 物 価 指 数（ CPI）で 調 整 し た 可 処 分 所 得 。実 質
所 得 の 変 化 は 、 所 得 の 年 平 均 増 加 率 を 指 し て い る 。  

 1980 年から 2000 年代末までの低所得層の所得増加の値は、平

均的な所得増の値と比べると低い。また、OECD27 ヵ国の平均でみ

れば、下位 10%の低所得層の所得の増加は、高所得層のそれより

も低いのが分かる。オーストラリアやスペインのように、全人口

ベースで世帯所得が増加している国は、低所得層の所得増加幅も

大きくなっている。経済全体の所得水準の上昇は低所得層の所得

増加に寄与することが窺える 2。ただし、高所得層と低所得層の

格差も拡大している。  

 しかし、日本の所得分布の動きは国際的なトレンドとは異なる。

日本の低所得者層（第 1 十分位）の世帯所得は低下しており、高

所得者層はわずかに世帯所得を増加させているが、その変化幅は

微々たるものである。やはり、全人口ベースで見た世帯所得が、

それほど増加していないことが背景にある。以上のように、1980

年代から現在にかけて、低所得層の割合が増加している可能性が

考えられる。では、この期間において、日本の中間層の割合は変

化しているのだろうか。  

 『国民生活基礎調査』の個票データを用いて、小塩  (2010) は

1997 年から 2006 年にかけて、高所得層の割合が低下し、低所得

層が増加したという所得分布の変化を明らかにしている。つまり、

日本の人びとが全般的に貧しくなっているのである。この時、中

間層の割合に変化がないとしても、中位所得自体が低下している

可能性がある。そのため、中間層の範囲を推計するには、中位所

得の変化を考慮に入れる必要がある。  

 以上の論点を踏まえて、篠崎 (2015)は、『国民生活基礎調査』

を用いて高所得層、中間層、低所得層の割合を推計している。基

本的に、「低所得層と中間層の境界値として中位所得の 75％、中

間層と高所得層の境界値として中位所得の 167％を」採用し、各

所得層の割合が推計されている。（篠崎 ,2015,pp.205-206)。篠崎

(2015)の推計は、「中位所得の水準、低所得層と中間層の境界値、

中間層と高所得層の境界値を 1985 年の数字で固定」されている。

1
公表されている正誤表のデータに差し替えている

( h t t p : / / w w w. o e c d . o r g / r e d i r e c t / d a t a o e c d / 3 8 / 8 / 4 9 3 0 4 7 1 7 . p d f )  
2
この点は 1 - 2 にて再び議論する。
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そのため、中位所得の低下によって中間層の割合が増加する影響

がコントロールされている（篠崎 ,2015,p.209)。  

 図 1 は篠崎（ 2015）の分析結果から作成した、所得階層の割合

の推移である。図 1 によれば、 1985 年と比べて、 2012 年までに

中間層の割合は低下しているのがわかる。高所得層の割合は 1997

年には増加しているも、近年は低下している。ただし、1985 年の

水準よりも高所得層の割合は増加している。また、低所得層が増

加していることを図から読み取れる。つまり、中間層の割合が低

下し、低所得層の割合が増加しているのである。  

 篠崎（ 2015）は、データの検討を踏まえて、「中間層の割合は

30 年弱を通して低下傾向にあるが、その意味は 1997 年の前後で

異なっている可能性がある」と指摘している。すなわち、 1997

年までは、全体的な所得水準の上昇と中間層の割合の低下が併存

していた。そのため、多くの人に、「中間層の割合の低下という

事象は認知されにくかった可能性がある」。しかし、 1997 年以降

には、中間層の割合の低下が人々に認知されることを促す要因が

観察できるようになった。すなわち、全体的な所得水準の低下、

中間層の割合の低下、低所得層の割合の上昇、高所得層の増加で

ある（篠崎 ,2015,p.210)。近年、日本において格差や貧困が社会

問題として取り上げられるようになってきた。その背景の一つと

して、所得分布の変化があったと考えられる。  



図  1 日本の所得分布の推移

出 典 ： 篠 崎 （ 2015） ,p.210

所得分布の変化については、様々な説明が可能だろう。

労働市場の状況に目を向ける必要がある。

た、就労している世帯の貧困率（再分配後）のデータである。ど

の国においても、就労世帯であっても貧困リスクから無縁ではな

いことがわかる。人々が働き、安定的な所得を得ることができれ

ば、その人々が貧困に陥る

人々を就労へと促す政策が求められているのは、それが貧困対策

になるからである 3。  

3
また、労働者が直面する貧困リスクは、労働者が働いている各種の環境

に左右される。後述するが、所得格差の指標と労働組合の組織率の間に負
の相関関係があることが報告されている。労働者の賃金水準を維持するた
めの組織や慣行によって、所得格差の増加を

5 

所得分布の推移

p.210,図 3 よ り 作 成  

所得分布の変化については、様々な説明が可能だろう。

労働市場の状況に目を向ける必要がある。図 2 は、OECD が作成し

た、就労している世帯の貧困率（再分配後）のデータである。ど

就労世帯であっても貧困リスクから無縁ではな

いことがわかる。人々が働き、安定的な所得を得ることができれ

が貧困に陥る可能性は著しく低下すると考えられる。

を就労へと促す政策が求められているのは、それが貧困対策

また、労働者が直面する貧困リスクは、労働者が働いている各種の環境
に左右される。後述するが、所得格差の指標と労働組合の組織率の間に負
の相関関係があることが報告されている。労働者の賃金水準を維持するた
めの組織や慣行によって、所得格差の増加を是正している可能性がある。

所得分布の変化については、様々な説明が可能だろう。まず、

が作成し

た、就労している世帯の貧困率（再分配後）のデータである。ど

就労世帯であっても貧困リスクから無縁ではな

いことがわかる。人々が働き、安定的な所得を得ることができれ

可能性は著しく低下すると考えられる。

を就労へと促す政策が求められているのは、それが貧困対策

また、労働者が直面する貧困リスクは、労働者が働いている各種の環境
に左右される。後述するが、所得格差の指標と労働組合の組織率の間に負
の相関関係があることが報告されている。労働者の賃金水準を維持するた

是正している可能性がある。
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図  2 稼働世帯の貧困率  

出 典 ： OECD（ 2013b=2015） ,p.193,図 5.7 

 日本においても、就労の実態によっては、就労世帯も貧困リス

クに直面する。1992～ 2002 年の『就業構造基本調査』の匿名デー

タを用いて、村上 (2015)は「通常（ 3 ヶ月以上）労働市場で活動

したが世帯所得が生活保護基準額を下回る個人（学生を除く）」

として定義したワーキングプアの規定要因を分析し、「個人属性

では、女性、若年、高齢、低学歴、不安定就業」、「世帯属性では、

母子世帯がワーキングプアを規定する」要因となっていることを

報告している（村上 ,2015,p.14,21）。  

 格差の拡大については多くの研究がある。まず、日本を含めて、

各国の高齢者の貧困率は高い傾向にある。それを示しているのが、

表 2 である。表 2 は、等価可処分所得の中央値の 50%未満の世帯

割 合 で 定 義 さ れ る 高 齢 者 の 相 対 的 貧 困 率 を 示 し て い る 。 ま ず 、

OECD 平均を見ると、 65 歳以上の貧困率は、全人口ベースの貧困

率よりも高いのがわかる。高齢世帯ほど、貧困リスクに直面する

確率が高まるのかもしれない。   
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表  2 高齢者の貧困率（ 2012 年、あるいは最新年）  

出 典 ： OECD (2015b) 
注 ： 日 本 の 「 性 別 」 の デ ー タ は 欠 損 値 。 こ こ で の 平 均 値 は 、 表 に 含 め て い
な い 国 を も 含 ん だ 平 均 値 で あ る  

 ただし、高齢世帯と一括りにするだけでは、高齢者の貧困リス

クを理解できない。表 2 には、高齢者を 66-75 歳、76 歳以上に分

類した貧困率と男女別の相対的貧困率も掲載されている。より高

齢の人ほど、貧困リスクに直面していることが表から読み取れる。

また、女性の高齢者のほうが男性よりも貧困率が高いのは、OECD

各国に見られる傾向である。  

 相 対 的 貧 困 率 は 等 価 可 処 分 所 得 が 貧 困 線 以 下 の 人 の 割 合 を 示

しているも、貧困線以下の人々の状態に関する情報は乏しい。そ

こで、用いられるのが、「貧困状態にある者の中で所得の中央値

をとってその下にどれだけの割合の人がいるかを計測する」貧困

ギャップ指標である（ OECD. 2013e=2015,p.75）。貧困ギャップは、

貧困線（所得中央値の 50％）と貧困層の所得の中央値の差を示す

単位：%

65歳以上 66-75 76+ 男性 女性

オーストラリア 35.5 30.5 37.8 31.0 35.7 14.0
オーストリア 11.4 11.3 11.6 9.0 13.2 9.6
ベルギー 10.7 10.2 11.4 9.7 11.5 10.2
カナダ 6.7 6.6 6.9 4.9 8.2 11.8
デンマーク 4.6 2.7 7.4 3.1 5.8 5.4
フィンランド 7.8 4.1 12.7 5.1 9.7 7.1
フランス 3.8 2.7 5.0 3.0 4.4 8.1
ドイツ 9.4 8.1 10.8 6.3 12.3 8.4
ギリシャ 6.9 5.9 8.1 5.6 8.0 15.1
日本 19.4 16.6 22.8 16.0
オランダ 2.0 1.8 2.3 1.7 2.3 7.9
ニュージーランド 8.2 8.0 8.5 5.5 10.5 9.9
ノルウェー 4.1 2.2 6.9 1.8 6.0 8.1
スウェーデン 9.3 6.6 13.5 6.6 11.6 9.0
スイス 23.4 18.8 30.5 19.8 26.4 9.1
イギリス 13.4 10.9 16.6 10.9 15.5 10.5
アメリカ 21.5 17.5 27.2 16.5 25.6 17.6
OECD 11.7 9.7 14.7 8.8 12.9 10.5

高齢者（65歳以上）

全人口年齢別 性別



指標であり、貧困の深さを示す。

図  3 高齢者（ 65 歳超）における、所得中央値に対する貧困ギ

ャップ（ 200 年代末）

出 典 ： OECD. (2013e=2015)

 図 3 は、高齢者の貧困ギャップを示している。データによれば、

OECD 加盟国 33 か国では、貧困層における高齢者の所得中央値は、

所得の中央値よりも 18.4%

示しているのは、韓国、メキシコ、トルコ、アイルランド、ルク

センブルク、日本、イスラエル、チリ、アイスランド、アメリカ、

オーストリア、スイスである。特に、韓国、メキシコ、トルコ、

アイルランド、ルクセンブルク、日本、イスラエルの貧困ギャッ

プは約 30%である。つまり、これらの国では、高齢世帯の貧困率

が高いだけではなく、貧困の深さを示

高齢者の貧困率が高いのであれば、高齢化は経済全体の所得格

差を引き上げる可能性がある。この問題を論じるには、所得格差

の指標の増加要因を分析する必要がある

（ 1994 年、1999 年、2004

4
この論点に関する先行研究については四方
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指標であり、貧困の深さを示す。

歳超）における、所得中央値に対する貧困ギ

),p.88,図 2.9 

は、高齢者の貧困ギャップを示している。データによれば、

か国では、貧困層における高齢者の所得中央値は、

18.4%低い。平均よりも高い貧困ギャップを

示しているのは、韓国、メキシコ、トルコ、アイルランド、ルク

センブルク、日本、イスラエル、チリ、アイスランド、アメリカ、

オーストリア、スイスである。特に、韓国、メキシコ、トルコ、

アイルランド、ルクセンブルク、日本、イスラエルの貧困ギャッ

である。つまり、これらの国では、高齢世帯の貧困率

が高いだけではなく、貧困の深さを示す指標も高いのである。

高齢者の貧困率が高いのであれば、高齢化は経済全体の所得格

差を引き上げる可能性がある。この問題を論じるには、所得格差

の指標の増加要因を分析する必要がある 4。『全国実態 統計調査』

2004 年、2009 年）の個票データを用いた四

この論点に関する先行研究については四方 ( 2 0 1 5 )が整理検討をしている。

歳超）における、所得中央値に対する貧困ギ

は、高齢者の貧困ギャップを示している。データによれば、

か国では、貧困層における高齢者の所得中央値は、

低い。平均よりも高い貧困ギャップを

示しているのは、韓国、メキシコ、トルコ、アイルランド、ルク

センブルク、日本、イスラエル、チリ、アイスランド、アメリカ、

オーストリア、スイスである。特に、韓国、メキシコ、トルコ、

アイルランド、ルクセンブルク、日本、イスラエルの貧困ギャッ

である。つまり、これらの国では、高齢世帯の貧困率

す指標も高いのである。

高齢者の貧困率が高いのであれば、高齢化は経済全体の所得格

差を引き上げる可能性がある。この問題を論じるには、所得格差

『全国実態 統計調査』

年）の個票データを用いた四

が整理検討をしている。
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方（ 2013）は、格差の指標（平均対数偏差）の寄与度分解を行っ

ている。まず、この研究は、 1994 年から 1999 年までの格差指標

の変化は主に人口構成の変化によることを明らかにしている。そ

の上で、この研究では、 1999 年から 2004 年、 2004 年から 2009

年までの格差の拡大は、年齢構成の変化ではなく、主に、年齢階

層 内 の 所 得 格 差 拡 大 に よ っ て も た ら さ れ て い る こ と を 明 ら か に

している。具体的には、1999 年以降の所得格差指標の変化のうち

3 分の 2 が年齢構成内の格差の変化、 3 分の 1 が年齢階層間の格

差の変化によって説明されている（四方 ,2013,p.331） 5。高齢化

のみならず、就業形態などの変化も、格差拡大の要因として指摘

されているのである。  

 以上のように、年齢層別に直面する貧困リスクが異なっている。

そして、貧困率の高まりや各国間の貧困率の差異の要因は無数に

あり得る。貧困をもたらす要因が、多様になっているのである。

次に、貧困や格差が社会にもたらす影響を整理検討しておこう。 

格差と貧困がもたらす問題  

 ある国の格差や貧困率の水準は、その国の経済にいかなる影響

を与えるのだろうか。  

 1 点目が、格差によって、中長期的な経済成長率が低下すると

いう可能性である。経済には、人的資本への投資を十分に行えな

い家計が一定数存在している。この時、所得格差の悪化は、家計

の教育への投資を阻害する可能性を高める。つまり、経済的格差

が大きいと、人的資本を高める教育への投資を人びとが控えるよ

うになるかもしれない。その結果、中長期の経済成長率が低下す

る 可 能 性 が あ る 。 こ の 点 を 指 摘 す る の が 、 Ostry,Berg & 

Tsangarides(2014) や Cingano (2014) で あ る 。 Ostry,Berg & 

Tsangarides(2014)は、再分配後の経済格差が小さい国ほど、中

長期的な経済成長率が高くなり、経済成長率の持続可能性もある

ことを明らかにしている。同じく、経済的格差が人的資本の蓄積

を阻害するという分析結果を Cingano(2014)は報告している。こ

の研究は、格差が経済成長率に与える影響は、貧困層のみならず、

5
所得格差の先行研究をレビューしている四方（ 2 0 1 5）は、所得格差の変

化に関する研究結果が異なるのは、「所得格差を測定する参照時点の差によ
る」と指摘している（四方 , 2 0 1 5 , p . 5 6）。日本の所得格差に関する先行研究
については、四方（ 2 0 1 5）が丁寧な検討を加えている。
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下位 40%の所得層にも及ぶという分析結果を報告している。両研

究は、経済的格差が経済成長率を低下する可能性を指摘している

のである。  

 もちろん、格差を改善しないことが、経済成長率を高めるとい

う研究も存在している（深澤 ,2015）。データの範囲や形式によっ

て、分析結果は左右されている。ナショナル・ミニマム研究会に

て総括されている通り、「これらの分析は、あくまでも、その他

に経済成長に影響を与えるすべての国別の特徴（例えば、産業構

造や、政治的背景、教育制度、汚職の度合いなど）を固定した上

で、ある期間の経済の成長率の変化と格差の変化の関係を検証し

ているものである。そのため、観察期間の始めの時期の格差が高

く経済に負の影響を与える要因が強い場合は、この負のバイアス

を取り除いてしまっていることとなる。クロス・セクションの分

析にて検証された格差と成長の負の相関と、パネル・データを用

いた分析の正の関係は、必ずしも矛盾した結果ではない」という

可 能 性 に も 留 意 す る 必 要 が あ る （ ナ シ ョ ナ ル ・ ミ ニ マ ム 研 究

会 ,2010,pp.29-30)。  

 経済の状態と関係する指標として、健康状態や自殺率が指摘さ

れている。図 4 は各国の自殺率（ 10 万人当たり）の推移を示して

いる。OECD 全体の自殺率は低下傾向にあるが、日本や韓国の自殺

率はアジア金融危機を境に急激に増加しているのがわかる。日本

の自殺率が 3 万人をこえたのは、この時である。具体的には、1997

年に 24391 人から 1998 年に 32863 人に増加しており、増加率は

34.73%である。このように、自殺率といった明らかに低水準のほ

うが望ましい指標と経済問題は無縁では無い 6。  

 自殺実態解析プロジェクトチーム（ 2008）による『自殺実態白

書 2008』では、日本の 1997 年から 1998 年にかけての、自殺率の

増加率を職業別・動機別・手法別に寄与度分解している。自殺率

の増加率を職業別に寄与度分解すると、自営業者は 5.44%、管理

職 0.81%、被雇用者 9.28%、主婦・主夫 2.02%、無職者 15.07%、

学生・生徒 0.82%、不詳 1.29%である。つまり、主に、被雇用者

と無職者による増加率が際立っている。また、この自殺率の増加

率を動機別に寄与度分解すると、それぞれ、 12.75%が健康問題、

10.26%が 経 済 生 活 問 題 、 3.36%が 家 庭 問 題 、 2.65%が 勤 務 問 題 、

6
澤田・上田・松林（ 2 0 1 3）によれば、日本における失業率と自殺率の相

関関係は、他国における両変数の関係よりも大きい。



2.48%が不詳、 2.24%がその他、

問題である（自殺実態解析プロジェクトチーム

図  4 各国の自殺率の推移（

出 典 ： OECD(2014a=2015),p.241

このような問題に対して、

いる。1982～ 2006 年度の都道府県の

松林（ 2013）によれば、「行政投資や失業対策費の額は自殺率と

負の関係」にあることを明らかにしている。興味深いことに、「

歳未満人口の自殺率」に対しては、「行政投資の額や失業対策費」

のような経済政策が負の相関関係を持ち、「

しては、「経済政策よりも福祉政策のほうが自殺率の減少により

効果的である可能性」が明らかにされている。つまり、経済政策

は現役世代の自殺率引き下げに効果があり、「生活保護費などの

福祉政策の拡充」は高齢者の自殺率引き下げに効果がある

がある（澤田・上田・松林

の高さを念頭におけば、

セーフティーネット機能を明らかにしていると言える。このよう

に、先行研究では、自殺対策のような問題に対しても、地方自治

体が重要な役割を果たしていることが

11 

がその他、 0.68％が男女問題、 0.31%

問題である（自殺実態解析プロジェクトチーム ,2008,p.425)

各国の自殺率の推移（ 10 万人当たり、年齢調整済比率）

p.241

このような問題に対して、地方自治体は重要な役割を果たして

年度の都道府県のデータを用いた澤田・上田・

）によれば、「行政投資や失業対策費の額は自殺率と

負の関係」にあることを明らかにしている。興味深いことに、「

歳未満人口の自殺率」に対しては、「行政投資の額や失業対策費」

のような経済政策が負の相関関係を持ち、「 65 歳以上人口」に対

しては、「経済政策よりも福祉政策のほうが自殺率の減少により

効果的である可能性」が明らかにされている。つまり、経済政策

は現役世代の自殺率引き下げに効果があり、「生活保護費などの

福祉政策の拡充」は高齢者の自殺率引き下げに効果がある

がある（澤田・上田・松林 ,2013,pp.152-153）。高齢者の貧困率

の高さを念頭におけば、以上の分析結果は生活保護制度が果たす

セーフティーネット機能を明らかにしていると言える。このよう

に、先行研究では、自殺対策のような問題に対しても、地方自治

体が重要な役割を果たしていることが指摘されている。

0.31%が学校

2008,p.425)。  

万人当たり、年齢調整済比率）

地方自治体は重要な役割を果たして

データを用いた澤田・上田・

）によれば、「行政投資や失業対策費の額は自殺率と

負の関係」にあることを明らかにしている。興味深いことに、「 65

歳未満人口の自殺率」に対しては、「行政投資の額や失業対策費」

歳以上人口」に対

しては、「経済政策よりも福祉政策のほうが自殺率の減少により

効果的である可能性」が明らかにされている。つまり、経済政策

は現役世代の自殺率引き下げに効果があり、「生活保護費などの

福祉政策の拡充」は高齢者の自殺率引き下げに効果がある可能性

高齢者の貧困率

以上の分析結果は生活保護制度が果たす

セーフティーネット機能を明らかにしていると言える。このよう

に、先行研究では、自殺対策のような問題に対しても、地方自治
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経済的要因と健康問題  

 格差の存在は、人々の健康にも影響を与えることが明らかにさ

れている。人々の健康を決定する要因として、医療サービスへの

アクセスが指摘されている。国民皆保険制度によって、人々が必

要 な 医 療 サ ー ビ ス を 利 用 で き る よ う に な っ た こ と の 意 義 は 計 り

知れない。ただし、皆保険制度を導入した国においても、社会経

済状態による健康格差が観察されており、格差が人々の健康に与

える影響に注目が集まっている。  

 日本医療政策機構が実施している「日本の医療に関する 2008

年世論調査」では、受診抑制に関する調査結果が公表されている。

具体的には、「過去 12 ヶ月以内に、費用がかかるという理由で、

医療を受けることを控えたことがありますか？」という問いに対

する回答結果を公表している。調査結果によれば、過去 12 カ月

以内に費用がかかるという理由で、「具合が悪いところがあるの

に医療機関に行かなかったことがあると回答した人」は、全体の

926 人の内 283 人（ 31％）である（日本医療政策機構 ,2008,p.21）。

また、この調査では、所得階層別に回答結果を整理している。そ

れを示しているのが、図 5 である。これによれば、低所得階層ほ

ど、受診抑制の経験があると答えている傾向を読み取れる。「薬

を処方してもらわなかったことがあると回答した人」は、 926 人

中 109 人（ 12%）であった（日本医療政策機構 ,2008,p.21）。先と

同様に、低所得層ほど、薬の処方を控える行動をしている傾向を

図 5 から読み取れる。このように、受診抑制に階層間格差がある

可能性は既に指摘されていた。  



図  5 受診抑制と所得階層

出 典 :日 本 医 療 政 策 機 構 (2008),
原 注 :世 帯 収 入 ・ 純 金 融 資 産 と も に 回 答 し た 回 答 者
「 年 間 世 帯 収 入 800 万 円 以 上 か つ 純 金 融 資 産
資 産 層 は「 年 間 世 帯 収 入 300
層 は 「 そ の 他 」 で あ る 。  

 埴淵（ 2010）は日本版総合的社会調査

Surveys、以下 JGSS)2008

の実態を分析している。埴淵（

去１年間に、病気やケガにもかかわらず、病院や診療所に行くの

を控えたことがありますか。軽い風邪や、虫歯の場合も含めてお

答えください」という質問に対して、

えた人は、回答者の 42.6

（ 2010）は、「年齢や世帯収入のレベルといった要素が受診抑制

と関連しており、特に「費用がかかる」という理由による受診抑

制は、健康満足度とも関連性」があるという分析結果を報告して

いる（埴淵 ,2010,p.109

しかし、仮に所得階層別に受診抑制の差を観察できたとしても、

その差が、個人の所得が原因

に 対 す る 知 識 不 足 や 時 間 的 制 約 と い っ た 要 因 も あ り 得 る か も し

れない。むろん、ある所得階層ほど、労働時間が長いため、既存

の制度を利用できなくなるとい

日本の国民健康保険制度において、保険料を滞納すると、

期被保険者証」が交付される。さらに、一年以上滞納を続けると、

「資格証明証」が交付される。

ービスの自己負担が 100%
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(2008),p.22,図 9 よ り 作 成  
世 帯 収 入 ・ 純 金 融 資 産 と も に 回 答 し た 回 答 者 、 高 所 得 ・ 高 資 産 層

万 円 以 上 か つ 純 金 融 資 産 2,000 万 円 以 上 」、低 所 得・低
300 万 円 未 満 か つ 純 金 融 資 産 300 万 円 未 満

）は日本版総合的社会調査 (Japanese General Social 

JGSS)2008 のデータを用いて、20-89 歳の受診抑制

の実態を分析している。埴淵（ 2010）によれば、JGSS2008 にて「

去１年間に、病気やケガにもかかわらず、病院や診療所に行くの

を控えたことがありますか。軽い風邪や、虫歯の場合も含めてお

という質問に対して、「控えたことがある」

42.6％であった（埴淵 ,2010,p.102

）は、「年齢や世帯収入のレベルといった要素が受診抑制

と関連しており、特に「費用がかかる」という理由による受診抑

制は、健康満足度とも関連性」があるという分析結果を報告して

,2010,p.109）。  

しかし、仮に所得階層別に受診抑制の差を観察できたとしても、

個人の所得が原因で発生しているとはいえない

に 対 す る 知 識 不 足 や 時 間 的 制 約 と い っ た 要 因 も あ り 得 る か も し

むろん、ある所得階層ほど、労働時間が長いため、既存

の制度を利用できなくなるということは考えられる。  

日本の国民健康保険制度において、保険料を滞納すると、

期被保険者証」が交付される。さらに、一年以上滞納を続けると、

される。「資格証明証」の場合は、

100%になる。この自己負担の 7 割分は滞納保

高 所 得 ・ 高 資 産 層 は 、
低 所 得・低

万 円 未 満 」、中 間

(Japanese General Social 

歳の受診抑制

にて「過

去１年間に、病気やケガにもかかわらず、病院や診療所に行くの

を控えたことがありますか。軽い風邪や、虫歯の場合も含めてお

「控えたことがある」と答

）。埴淵

）は、「年齢や世帯収入のレベルといった要素が受診抑制

と関連しており、特に「費用がかかる」という理由による受診抑

制は、健康満足度とも関連性」があるという分析結果を報告して

しかし、仮に所得階層別に受診抑制の差を観察できたとしても、

いえない。制度

に 対 す る 知 識 不 足 や 時 間 的 制 約 と い っ た 要 因 も あ り 得 る か も し

むろん、ある所得階層ほど、労働時間が長いため、既存

日本の国民健康保険制度において、保険料を滞納すると、「短

期被保険者証」が交付される。さらに、一年以上滞納を続けると、

医療サ

割分は滞納保
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険料を納めれば返済されるが、資格証保持者が、受診抑制を選ぶ

ケースが懸念されてきた。この点を市のレセプトデータから明ら

かにしたのが、大津・山田・泉田（ 2013）である。この研究は、

「年齢や世帯所得などを統御した受診確率は、短期証保持者で 23

～ 28%ポイント、資格証保持者で 52～ 53%ポイント低下している」

点、「短期証交付に至った場合、前年所得が 1%低いと、資格証交

付確率は 0.6～ 0.7%ポイント上昇する」点などを明らかにしてい

る（大津・山田・泉田 ,2013,p.44）。  

 健康に悪影響を与える 3 つの重要な心理社会的リスクとして、

社会的地位、社会的孤立、幼年期における感情的・社会的発達上

の問題が指摘され ている（ Wilkinson,2005=2009,p.71）。これら

のリスク要因は慢性的ストレスの原因になっている。疫学的研究

によれば、「他人が自分をどう見ているのか、魅力的でない、馬

鹿な、醜い、劣っている、などと思われているのではないかとい

う不安は、現代社会で最も強力な慢性的ストレスの原因」だとい

うことを示している（ Wilkinson,2005=2009,p.97）。  

 所得格差を社会階層間の格差の程度を示す指標だと考えれば、

上記の議論から、所得格差の指標と健康のアウトカム指標との間

に相関関係があることを解釈できる。このように、健康格差を説

明する仮説として、「相対的所得仮説」がある。この仮説は、「人

びとの健康・幸福状態が自身の所得水準だけでなく他の人の所得

水準にも依存する」ことを主張する（ Kawachi & Kennedy,2002= 

2004,p.48）。「豊かな先進国の平均的健康状態は、先進諸国間の

国レベルの生活水準の大きな差からは影響を受けないが、それぞ

れの国内では健康状態は所得によってきれいに階層化している」

という証拠を説明するために注目されたのが、相対所得のような

人びとの「社会における社会的地位や位置」を示す指標とされる

（ Wilkinson,2005=2009,p.76）。   

 このような議論を解釈するために、社会関係資本という概念が

用いられている。社会関係資本とは、「市民同士の信頼度、相互

利益を当然のこととする程度、相互扶助の程度といった社会にお

ける人間関係を示している」。そのような関係は「個人にとって

資源としてはたらくとともに、相互利益のための共同活動を促進

する。社会関係資本は、社会参加や地域組織への参加を通して個

人が利用できる資源を意味する」（ Kawachi & Kennedy,2002=2004,

p.149）。  
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 この社会関係資本という変数を媒介として、格差と健康との間

に相関関係が生じると解釈されている。具体的には、「人々のつ

ながりが多く助け合いや協調行動が盛んな地域」では、「他人へ

の影響」、「非公式的な社会的統制」、「集団行動」、「ストレスの低

減」を通じて、「疾病発生リスクの低下・健康の向上」がもたら

されるという。これが、社会関係資本が健康に与える影響の経路

とされる。例えば、友人が食生活を改善した影響を受けて、自分

も同様の行動をとることが考えられる。他の住民の目があるため、

特定の健康を害する活動を取りにくい場合も考えられる。あるい

は、住民が協力して、「保健医療やレクリエーションに関するサ

ービスや施設が充実」し、人々がサービスや施設を利用しやすく

なる結果、人々の健康維持向上が達成できることもあり得る。治

安が良く、孤立した人が少ない社会に住む人は、「ストレスが緩

和され、ストレスが寄与する疾患が減少する」可能性がある（相

田・近藤 ,2014,pp.66-67.）  

 アメリカの州データを用いた研究によれば、性別、貧困率など

の影響をコントロールしても、社会関係資本の指標（「ほとんど

の人は信頼できない」と信じている回答者の割合、 1 人当たりの

ボランティア組織への平気加入数など）と平均死亡率の間に、負

の相関関係がある。つまり、社会関係資本の指標の高い州ほど、

平均死亡率が低くなる（ Kawachi & Kennedy,2002=2004,p.155-15

6）。  

 日本とアメリカのデータを用いた小林（ 2009）の分析結果によ

れば、所得格差の大きな都道府県（州）ほど、人びとの主観的健

康状態が悪い確率が高くなる。日本とアメリカに共通して、「低

所得、低学歴、高齢層で主観的健康状態が悪い確率」が高まるこ

とが明らかにされている（小林 ,2009,p.330)。この結果の説明す

るために、菅（ 2009）を参照し、小林（ 2009）は「所得が高いほ

どより多くの健康投資ができ、教育水準が高いほど効率的な健康

生産ができる」可能性に言及している（小林 ,2009,p.330）。  

 以上のように、経済的格差が様々な経路を経て、人々の健康状

態に悪影響を及ぼす可能性がある。  
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格差と再分配政策  

 州 レ ベ ル の 社 会 関 係 資 本 の 指 標 と 死 亡 率 が 関 係 す る 経 路 と し

て、これまでに触れてきた要因に加えて、次のような点が指摘さ

れている。まず、社会関係資本は投票率と相関関係にある。その

ため、社会関係資本が豊かではない地域では、社会保障や医療な

どに支出する政策決定がなされない可能性がある。生活するため

長時間働き続けなければならない労働者は、社会活動に参加する

だけの時間を確保できないだろう。以上の経路を経て、州レベル

の 社 会 関 係 資 本 の 指 標 と 健 康 の 指 標 と の 間 に 相 関 関 係 が あ る と

解釈されている（ Kawachi & Kennedy,2002=2004,pp.156-158）。  

 以上の指摘をサポートする知見が、高所得層の意向が実現する

確率が高いと主張する Gilens(2005)である。まず、この研究はア

メリカにおける 1981 年から 2002 年にかけて行われた無数の世論

調査を用いて、最低賃金の引き上げなどのような政府の政策に対

する人々の意見（賛成、反対など）を集計している。次に、質問

対象となった政策が、その後実施されたのかどうか確認する。こ

のデータを用いて、Gilens(2005)は、高所得層が支持する政策が

実施される確率は、低所得層や中間層が支持する政策が実施され

る確率よりも大きいことを指摘している。さらに、回答者の学歴

を考慮に入れても、高所得層の支持する政策ほど、その後に実際

に 実 施 さ れ る 確 率 が 高 い と い う 分 析 結 果 が 報 告 さ れ て い る 。

Gilens は、この結果の解釈については留保をしつつも、アメリカ

において、高所得者ほど、政党、候補者、利益団体に寄付するだ

けの所得と意志がある可能性を指摘している(Gilens,2005,p.793)。 



図  6 高所得層と低所得層の格差

出 典 ： OECD (2015a), Table 1.A1.1.
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に課税し、それを自分たちに移転させることを要求するようにな
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しかし、不平等の水準そのものが政治的意志決定に影響を与え
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高所得層と低所得層の格差

Table 1.A1.1.よ り 作 成  

高所得層の実態を簡単に把握するために用意したのが、

層と低所得層との間の所得格差を示す図 6 である。図 6 のデータ

下位 10%の低所得層に対する比率（ S90/S10

を示している。上位の高所得層と低所得層との間の所得格差が最

も大きいのは、メキシコであり 25 倍を超えている。 OECD

ているデータでは、日本は 8 番目に高所得層と低所得層との格差

が大きい国になっている。このような格差それ自体を問題視する

こともできるのかもしれない。本稿では、そのような論点には踏

み込まず、格差の形状が政策決定に与える影響を重視する。

再分配政策と格差の指標を関連づける研究は無数に存在する。

基本となる仮説は次の通りである。平均所得と中位所得の差が拡

大すると、社会の大多数が再分配政策から恩恵を享受できるよう

になる。そのため、格差の拡大は再分配政策の拡大をもたら

政策に決定的な影響力を与えるのは多数派とする。この

時、中位所得者の所得水準が低下すると、中位所得者は高所得者

に課税し、それを自分たちに移転させることを要求するようにな

る。すなわち、再分配政策への支持が高まる（Meltzer & Richard 

しかし、不平等の水準そのものが政治的意志決定に影響を与え

るのではなく、不平等の構造が重要だという指摘がある。

高所得層と中間層との格差が少なく、中間層と低所得層との格差

が大きい場合、政治的多数派を占める中間層にとって、再分配政

高所得層の実態を簡単に把握するために用意したのが、高所得

のデータ

S90/S10）

を示している。上位の高所得層と低所得層との間の所得格差が最

OECD が用い

番目に高所得層と低所得層との格差

が大きい国になっている。このような格差それ自体を問題視する

こともできるのかもしれない。本稿では、そのような論点には踏

み込まず、格差の形状が政策決定に与える影響を重視する。

再分配政策と格差の指標を関連づける研究は無数に存在する。

平均所得と中位所得の差が拡

大すると、社会の大多数が再分配政策から恩恵を享受できるよう

になる。そのため、格差の拡大は再分配政策の拡大をもたらすと

政策に決定的な影響力を与えるのは多数派とする。この

時、中位所得者の所得水準が低下すると、中位所得者は高所得者

に課税し、それを自分たちに移転させることを要求するようにな

Richard ,

しかし、不平等の水準そのものが政治的意志決定に影響を与え

つまり、

高所得層と中間層との格差が少なく、中間層と低所得層との格差

が大きい場合、政治的多数派を占める中間層にとって、再分配政
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策は有利な政策にならないかもしれない。むしろ、高所得層がよ

り 利 益 を 享 受 で き る よ う な 歳 出 削 減 な ど を 政 治 的 多 数 派 は 支 持

するかもしれない（ Lupu & Pontusson, 2011）。    

 所得分布の特徴を知るために用いられる指標として、分位比率

がある。人々を所得の低い順から高い順に並べて、その数が均等

になるように 10 個のグループを作るとしよう。これが所得 10 分

位である。この時、各グループの境界値が分位点である。「第 9

十分位の上限値（つまり富裕層上位 10%）に対する」「中位所得に

対する比率」が P90/P50 である。「中位所得の第 1 十分位の上限

値に対する比率」が P50/P10 である（ OECD,2014a=2015,p.64）。

つまり、 P90/P50 が、高所得層と中間層との階層間格差を示し、

P50/P10 が中間層と低所得層との階層間格差を示している。  

 図 7 は、各国における P90/P50、P90/P10、P50/P10 を示してい

る。日本は 34 ヵ国中 5 番目に 50%の所得層と下位 10%の所得層と

の間の格差が大きい国だと言うことが分かる。まず、中間層と低

所得層との格差が大きな国ほど、高所得層と低所得層との格差が

大きい傾向にあることが図から読み取れる。 P90/P50 と P50/P10

の比を取ると、上位の所得層と中位層の格差と中位層と下位層の

格差のどちらが大きいのか概観できる。つまり、(P90/P50)/(P50

/P10)が 1 を超えるのであれば、高所得層と中間層との階層間の

距離が、中間層と下位層との格差よりも大きい可能性がある。こ

の指標を計算してみると、大半の国は 1 を下回るが、日本はこの

数値が特に小さい。やはり、これまで確認してきた通り、日本の

所得分布の特徴として、下位層と中位層の間の格差が大きいこと

がわかる。  



図  7 所得分布の構造

出 典 ： OECD.stat よ り 作 成
注 ： 2010 年 の デ ー タ で あ る が 、 一 部 の 国 は
可 処 分 所 得 で 計 算 さ れ て い る 。

とはいえ、経済的・社会的不平等の存在が社会保障制度の構築

を阻害するというストーリーとは逆の経路も想定できる。おおか
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している。そのため、格差が再分配政策に与える影響のみを測定

することはできるのかという問題が存在していた。この問題を解

決するのは容易ではないが、歴史研究によって、この問題に接近
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た、支出ごとの分析では、年金と医療支出と格差の指標と負の相

関関係を持つが、救貧関係の支出は格差と正の相関関係を示して

いた。所得格差が大きな国では、対象者を拡大するような政策で

はなく選別的な支出が残存しやすいことを、この研究は示唆して

いる。格差の問題点として、社会的経済的な格差が、その後の再

分配政策の発動を制約する側面を指摘できる。  

 また、そもそも格差が拡大することが、市民の間での不信感を

増大させることが指摘されている。「もし、裕福な人と貧困な人

とが経済的・社会的現実を共有しないなら、社会目標に対する合

意も、目標を達成するための手段も共有できず、さらには信頼、

連 帯 感 、 社 会 的 結 束 の 衰 退 を も ま ね く こ と に な る 」（ Kawachi & 

Kennedy,2002=2004,pp.160-161）。  

 同様に、Wilkinson(2005=2009)は次のような経路を指摘してい

る。すなわち、所得格差が大きくなると、「所得階層間の社会的

距離」が増大する。これは、「共通のアイデンティティの欠如」

や「「彼ら」と「我々」の意識」を生み出す。所得の格差が「地

位の差」として認識され、このような差が、「人々の本質的な差」

として考えられるようになる。この状況下で、人々の間で「地位

を求める競争」が激化するようになる。場合によっては、所得格

差が増加するにつれて、「相互扶助の協力的な戦略から遠ざかり、

力と侵略に基づく競争的な優位戦略に近づいていく」。このよう

な経路を経て、格差は人々の信頼感に悪影響を与える可能性があ

る（ Wilkinson,2005=2009,pp.201-202）。  

 以上のように、不平等の水準や構造や人々の認識などによって

政治的意志決定としての所得再分配政策は影響を受けるのである。 

格差と機会の平等  

 格差や貧困が引き起こす問題として、不平等の世代間連鎖の問

題が指摘されている。親の収入や経済状況などによって、子ども

の福祉が左右される状態を指摘するのが、不平等の世代間連鎖に

関する議論である。この問題を「非効率」で「不公正」と捉える

ことを示すために、 OECD(2009=2011)はある仮想的な例を提示す

る。仮に、「純粋な身分制社会」があり、その社会には高賃金労

働と低賃金労働しかないとする。この時、ある人の職業決定は親

の職種に左右されるだろう。また、同じ賃金水準の労働者同士で
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結婚することで、世代間の社会的流動性はほとんどないとする。

この時、「高賃金の仕事につけたならばより生産的になりうる低

賃金労働者の子ども」の存在を想定することができる。もちろん、

逆の可能性も考えられる。つまり、世代間の流動性を高めること

は、経済の生産性を高めるかもしれない。また、「職業選択が制

限されていても、低賃金の仕事により満足感をもつかもしれない

高賃金労働者の子どもがいるであろうし、同様に高賃金の仕事に

よ り 満 足 感 を 得 る か も し れ な い 低 賃 金 労 働 者 の 子 ど も も い る だ

ろう」。以上のように、出自によって、ある人の人生の可能性が

左右される社会は、多くの人びとに不公正だと認識されるだろう。

現実の社会は、完全に世代間の固定化が進んでいるわけではない。

あるいは、世代間の流動性が全て偶然に左右されているわけでも

ない（ OECD2009=2011,pp.166-167）。  

 具体的なデータを参照してみよう。アメリカにおける、「息子

がその父親と同一の五分位階級に存在する確率」は次のようにな

る。すなわち、所得第１五分位（下位 20%の所得層）に留まる確

率は約 42%、第 5 五分位（上位 20%の所得層）に留まる確率は約 3

6%である。これに対して、スウェーデンでは、所得第１五分位（下

位 20%の所得層）に留まる確率は約 26%、第 5 五分位（上位 20%

の所得層）に留まる確率は約 37%である。興味深いことに、どの

国においても、高所得層の子どもが同一所得層に存在する確率は

似ている。しかし、親が低所得層である場合、子どもが低所得層

に存在する確率には大きな違いがある。つまり、貧困が連鎖する

確率は、国の特徴によって左右される可能性がある（ OECD,2009=

2011,p.170）。日本において同様の推計をしている山田・小林・L

iang（ 2014）によれば、「父と息子が同じ勤労収入」第１五分位

に入る確率は約 40%、第 5 五分位に入る確率は約 25～ 27％とされ

ている。この数値から、低所得層における世代間の連鎖が日本で

は高いことが示唆される（山田・小林・ Liang,2014,p.48）。  

 世代間の所得の弾性値とジニ係数を国際比較すると、両者の間

に正の相関関係があることが報告されている（ OECD,2009=2011, 

p.171）。つまり、経済全体の所得の不平等が低い国では、親世代

の 所 得 の 不 平 等 が 子 ど も の 世 代 に 伝 わ る 可 能 性 が 低 く な る 傾 向

がある。背景には無数の要因を考えることができる。第 1 に、家

庭の経済状況が、子どもの教育への投資に影響を及ぼすことが考

えられる。第 2 に、最低賃金や労働組合の存在がある。第 3 に、



社会保障制度や税制などの影響もあり得るだろう（

11,p.171）。  

図  8 子どもの貧困率

出 典 ： OECD (2015a),Table

以上を踏まえて、子どもの貧困率を見てみよう。子どもの貧困

率とは、貧困世帯の子どもの割合を指している。図

貧困率の国際比較を示している。

いのは、トルコ、メキシコ、イスラエル、チリ、ギリシャ、スペ

イン、アメリカ、ポルトガル、イタリア、日本、スロバキアであ

る。OECD が整理しているデータでは、日本における子どもの貧困

率は 15.7%である。  

以上のように、格差や貧困の水準次第では、当該国の経済の生

産性が低下するのみならず、社会的に容認できない不公正な状態

が顕在化する可能性がある

1-2.再分配の規模と再分配の構造

前節では、格差や貧困がもたらす問題を簡単に整理した。

や貧困を是正するために必要なのが、（１）経済成長、（２）再

分配政策である。貧困対策にとって、経済成長は重要である。労

働者の稼得所得が増加することは、貧困対策に繋がる。ただし、

経済成長だけではなく、低所得層の生活水準を引き上げる再分配

政 策 と 経 済 成 長 の 組 み 合 わ せ が 、貧 困 対 策 に 有 効 だ と さ れ る
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社会保障制度や税制などの影響もあり得るだろう（ OECD,2009=

Table1.A1.1.よ り 作 成  

以上を踏まえて、子どもの貧困率を見てみよう。子どもの貧困

率とは、貧困世帯の子どもの割合を指している。図 8 は子どもの

貧困率の国際比較を示している。OECD の平均値の 13.3%よりも高

いのは、トルコ、メキシコ、イスラエル、チリ、ギリシャ、スペ

イン、アメリカ、ポルトガル、イタリア、日本、スロバキアであ

が整理しているデータでは、日本における子どもの貧困

以上のように、格差や貧困の水準次第では、当該国の経済の生

産性が低下するのみならず、社会的に容認できない不公正な状態

能性があるといえる。  

再分配の規模と再分配の構造

前節では、格差や貧困がもたらす問題を簡単に整理した。

や貧困を是正するために必要なのが、（１）経済成長、（２）再

貧困対策にとって、経済成長は重要である。労

働者の稼得所得が増加することは、貧困対策に繋がる。ただし、

経済成長だけではなく、低所得層の生活水準を引き上げる再分配

政 策 と 経 済 成 長 の 組 み 合 わ せ が 、貧 困 対 策 に 有 効 だ と さ れ る

,2009=20

以上を踏まえて、子どもの貧困率を見てみよう。子どもの貧困

は子どもの

よりも高

いのは、トルコ、メキシコ、イスラエル、チリ、ギリシャ、スペ

イン、アメリカ、ポルトガル、イタリア、日本、スロバキアであ

が整理しているデータでは、日本における子どもの貧困

以上のように、格差や貧困の水準次第では、当該国の経済の生

産性が低下するのみならず、社会的に容認できない不公正な状態

前節では、格差や貧困がもたらす問題を簡単に整理した。格差

や貧困を是正するために必要なのが、（１）経済成長、（２）再

貧困対策にとって、経済成長は重要である。労

働者の稼得所得が増加することは、貧困対策に繋がる。ただし、

経済成長だけではなく、低所得層の生活水準を引き上げる再分配

政 策 と 経 済 成 長 の 組 み 合 わ せ が 、貧 困 対 策 に 有 効 だ と さ れ る
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（ Desai,2015,p.303）。  

 とはいえ、再分配政策が経済成長に良好と主張するには、適切

な 課 税 と 適 切 な 支 出 が 実 行 さ れ て い る と 想 定 し な け れ ば な ら な

い。経済成長の果実が社会に還元されるためには財政制度が必要

になる。この点を指摘したのが、 Kenworthy (2011)である。彼は

ルクセンブルク所得調査（ LIS）のデータを用いて、経済成長率

と低所得者の所得増加率の関係を調べている。まず、全般的な傾

向として経済成長率は低所得者の所得を増加させている。  

 ただし、経済成長率と低所得者の所得増の関係を各国別に検討

してみると、経済成長の果実を低所得階層に移転させている国と、

移転していない国が存在していることがわかる。この違いは、財

政制度による介入の有無によって説明されている。この点を調べ

るために、 Kenworthy(2011)は、所得増加の構成要素を分析して

いる。その結果、低所得層の所得に占める移転給付の量が増大し

ている国とそうではない国に各国が分類された。  

 つまり、経済成長によって低所得者の所得が増加した要因の一

つには、財政による移転給付の増大があったのである。もちろん、

経済成長によって平均的な所得水準が向上し、雇用環境が改善す

る効果もある。しかし、適切な政策的な介入が無ければ、経済成

長の果実は低所得層に十分に波及しない可能性がある。  

 実際、政府支出や公的社会支出の総額が、所得の不平等と負の

相 関 関 係 を 持 つ こ と は 、 詳 細 な 計 量 分 析 で も 報 告 さ れ て い る 。

Doerrenberg & Peichl(2014)は、各種の所得の不平等度に関する

データを用いて、 1981～ 2005 年までの OECD 各国のパネルデータ

を構築し、分析を行っている。この研究は、政府支出と公的社会

支出総額の増加が所得格差の指標（ジニ係数）を低下させるとい

う分析結果を報告している。所得税の累進度の指標は、支出の変

数ほどの格差削減効果はないと報告されている。 GDP や GDP の二

乗はジニ係数と相関関係を持たないが、インフレ率がジニ係数と

弱い負の相関関係をもっている (Doerrenberg & Peichl,2014）。  

 興味深い事に、組合の組織率がジニ係数と負の相関関係を持っ

ていることが明らかにされている（ Doerrenberg & Peichl2014）。

再分配政策のみならず、労働組合の活動が、所得格差の是正に寄

与し てい る可 能性 があ る。 T ng r & Elveren(2014)は 、 OECD24

ヵ国のパネルデータを用いて、組合組織率と経済的不平等の関係
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を分析している 7。組合組織率の低下 が経済的不平等の 拡大を促

進 し て い る 可 能 性 が 明 ら か に さ れ て い る 。 T ng r & Elveren

(2014)は先行研究を整理しながら、組合組織率の低下の要因とし

て、完全雇用政策の法規や規制緩和の影響、競争の激化などが指

摘されている。また、不平等の拡大が組合組織率の低下を引き起

こす経路も指摘されている。仮に、労働者が熟練労働者と低技能

労働者に分かれていけば、両者が協力する誘因がなくなる可能性

がある。不平等の要因にもよるが、経済的不平等と組合組織率は

相互に作用していく。  

 このように、公的社会支出の総額は、再分配の規模の指標とし

て有用である。表 3 は、各国の公的社会支出総額の対 GDP 比の変

遷を示している。さて、 OECD 全体で見ると、 2009 年までは、支

出総額自体は増加している。ただし、 2009 年からは、 OECD の平

均値レベルでも、公的社会支出の水準は低下している。  

 以上の動きを評価するのは容易い作業ではない。金融危機や欧

州の債務危機を経て、現代の福祉国家はそのパフォーマンスを低

下させているのだろうか。この問題設定自体は論争的である。「福

祉国家」の規模やパフォーマンスを示す指標そのものが、研究者

が採用する理論に左右されるからである（稗田 ,2011）。  

7
パネルデータのグレンジャーテストが実施されている。
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表  3 公的社会支出総額（対 GDP 比）の変遷  

 個別の国で見ると、削減の規模には差が見られる。スウェーデ

ンは 2000 年代に歳出削減を実施し続けている。ただし、直近で

は、スウェーデンは、公的社会出の規模を回復させつつある。反

対にイギリスは、緩やかに社会支出を削減しているように見える。 

 このような、社会保障制度に限らず、制度の働きを理解する上

で、制度の効果のみならず、制度に対する支持に注目する必要が

ある。制度が人々の認識に与える効果として、制度による利益構

造 の 形 成 （ 資 源 効 果 ） と 制 度 の 解 釈 効 果 が 指 摘 さ れ て い る

（ Pierson,1993,pp.598,626）。  

 まず、制度から潜在的に利益を得る人々は、当該制度を支持す

るだろう。そのため、制度によって利益を得る人々のネットワー

クが拡大すればするほど、当該制度は支出削減圧力に強くなる。

これが資源効果である。しかし、人々が正確に利益と負担を勘案

し、当該制度を支持するとは限らない。その時、人々が参考にす

るのが、制度の認識のされ方である。これが制度の解釈効果であ

る 。 個 人 レ ベ ル で 制 度 の 解 釈 効 果 が 発 生 す る 経 路 を 、 Soss & 

Schram(2007)は、可視性（顕在性）visibility と近接性 proximity

単位：%
1980 1990 2000 2005 2009 2010 2011 2014

オーストラリア 10.2 13.1 17.2 16.4 17.4 17.2 17.8 19
オーストリア 22.1 23.4 26.1 26.8 28.6 28.6 27.7 28.4
ベルギー 23.5 24.9 24.5 25.6 29.1 28.8 29.4 30.7
カナダ 13.2 17.6 15.8 16.2 18.5 17.9 17.4 17
デンマーク 24.4 25 26 27.3 29.7 29.9 30.1 30.1
フィンランド 18 23.8 23.3 25 28.3 28.7 28.3 31
フランス 20.6 24.9 28.4 29.6 31.5 31.7 31.4 31.9
ドイツ 21.8 21.4 26.2 27 27.6 26.8 25.5 25.8
日本 10.3 11.1 16.3 18.4 22 22.1 23.1
オランダ 24.8 25.6 19.8 21.8 23.1 23.7 23.5 24.7
ノルウェー 16.3 21.9 20.8 21.1 22.8 22.4 21.8 22
スウェーデン 26 28.5 28.2 28.7 29.4 27.9 27.2 28.1
スイス 13.5 12.8 17.2 19.4 19.7 19.5 19.3 19.4
イギリス 16.3 16.3 18.4 20.2 23.9 22.8 22.7 21.7
アメリカ 12.8 13.1 14.2 15.5 18.5 19.3 19 19.2
OECD 15.4 17.5 18.6 19.4 21.9 21.7 21.4 21.6
出典：OECD.statより作成
注：2014年の日本のデータは欠損値。
出 典 ： OECD start よ り 作 成  
注 ： 2014 年 の 日 本 の デ ー タ は 欠 損 値 。  
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によって説明している。制度や政策がどの程度人々に認知されて

いるのか（可視化されているか）。あるいは、人々と制度の距離

が問題になる。例えば、過度に可視的 (High Visibility)だが、

一般の人々にとって近接的ではない (Distant)制度とは、（１）身

近に当該制度の受給者がいない、（２）自分が受益者ではないと

いうことを意味している。このようなときに、解釈効果が資源効

果よりも優位になる。このような条件下では、人々は政治家やメ

ディアの情報を受け入れる傾向にある。  

 仮に、政府が歳出削減を実施しようとしても、一律に公的社会

支出が削減されるとは限らない。むしろ、政治的な抵抗を受けず

にすむ分野が削減対象になる可能性もある。伊藤 (2015)は以上の

問題関心から、欧州債務危機が欧州各国の社会支出に与えた影響

を分析している。伊藤によれば、欧州債務危機は各国の社会支出

削減に寄与している。ただし、その影響は財政赤字が大きかった

国と、そうではなかった国によって異なるという。例えば、財政

赤字が大きかった国では、債務危機の影響を最も受けたのは、「家

族児童手当」であった。ただし、財政赤字が少なかった国では、

家 族 児 童 サ ー ビ ス へ の 影 響 は 限 定 的 で あ っ た（ 伊 藤 ,2015,pp. 

164-165）。「老齢年金は、受給者が多く、権利性が強いため」、削

減圧力に抵抗することができる場合が多かった（伊藤 ,2015,p.17

2）。また、興味深い事に、「女性就労促進の目的が不明確な支出

やそのような目的を重視していない国」において、介護や家族児

童の分野で削減の影響が強かったと指摘されている（伊藤 ,2015,

p.172）。つまり、受益者による政治的抵抗のみならず、制度と社

会的な価値観の関係も、制度の持続性に影響を及ぼす可能性が示

唆されている。  

 以上のように、景気の停滞や経済危機によって、歳出削減が実

施されやすい領域とそうではない領域が存在する。以下では、各

種のデータを概観しながら、公的社会支出の持続や削減に関する

議論を簡単に整理しておきたい。  

 公的社会支出の統計は、各国の再分配政策の大きさを示すデー

タである。公的社会支出の統計は、一国の社会保障政策の規模を

把握するために欠かせない。ただし、社会保障制度の評価のため

には、予算額のみならず、実際に人びとの所得に占める給付の割

合（寛容度）や、給付の期間などが重要になる。このような、給

付の寛容度を測定するデータとして、比較福祉エンタイトルメン
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トデータセット Comparative Welfare Entitlements Dataset 8が

存在する。このデータは、年金給付、医療保険、失業給付の寛容

度を測定している。具体的には、所得代替率、給付の期間や、給

付のカバレッジのデータなどによって、各給付の寛容度が計算さ

れている。そして、この 3 つの給付の寛容度を統合したものを、

ここでは「給付の寛容度」とする。この指標は、福祉国家の寛容

度、あるいは給付の充実度の指標として解釈できる。この「給付

の寛容度」の傾向を示しているのが、図 9 である。  

図  9 給付の寛容度の推移  

出 典 ： Scruggs, Detlef, & Kati(2014)よ り 作 成  

 この図から読み取れるのは、スウェーデンの寛容度が低下し、

フランスに抜かれている点である。このデータではフランスの寛

容度が最も高い。デンマークは寛容度を低下させているが、スウ

ェーデンと同水準である。日本はこの 30 年ほどで、給付の寛容

度を増加させているが、いまだ低水準であることがわかる。  

 給付の寛容度の高い国は、それだけ豊かな給付を人びとに提供

している可能性が高い。それを簡単に確認するために作成したの

が、給付の寛容度と相対的貧困率の関係をプロットした図 10 で

ある。給付の寛容度が高い国ほど、相対的貧困率が低いことを確

認できる。  

8 S c r u g g s ,  D e t l e f ,  &  K a t i ( 2 0 1 4 )  
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図  10 給付の寛容度と相対的貧困率  

出 典 ： 給 付 の 寛 容 度 は 図 9 と 同 じ 。 相 対 的 貧 困 率 は OECD.stat よ り 。  
注 ： 2010 年 前 後 の デ ー タ 。 相 対 的 貧 困 率 は 再 分 配 後 の 値 で あ る 。  

 どのような社会保障制度が貧困削減に有効なのだろうか。この

論点については、多くの研究が存在する。それらの成果を簡単に

整理しておこう。まず、個別の社会保障制度や社会保障制度の総

体の格差・貧困削減効果を評価するために、用いられるのが、「再

分配係数」である。「再分配前所得」と「再分配後所得」それぞ

れのジニ係数や相対的貧困率などを測定し、両者の変化を示すの

が再分配係数であ る 9。再分配係数が 大きいほど、再分 配の程度

が 大 き い 。 こ こ で は 、 児 童 手 当 の 再 分 配 係 数 を 推 計 し た Van 

Lancker, Ghysels, & Cantillon(2015) を参照したい。  

 Van Lancker, Ghysels, & Cantillon(2015)は、 ま ず、 児 童手

当 以 外 の 社 会 保 障 給 付 と 租 税 負 担 を 考 慮 に 入 れ た 再 分 配 所 得 に

よる相対的貧困率（等価可処分所得の中央値の 60%を下回る世帯

の割合 (EU 基準 )）と、児童手当を含めて計算された再分配所得の

相対的貧困率を計算している。つまり、両所得の相対的貧困率の

差は、児童手当の有無によってもたらされていると解釈できる。

9
貧困や格差の削減率を計算するのではなく、再分配前の指標と再分配後

の指標の差を取ることで、貧困や格差の削減率を計算する場合もある。
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この操作によって、児童手当の効果を抽出できるとされている。

児童手当による貧困削減効果は再分配係数として計算されている。 

図  11 児童手当によるシングルマザーの貧困率削減効果  

出 典 ： Van Lancker, Ghysels, & Cantillon(2015),p.217,Table2 よ り 作 成 。  
注：租 税 や 他 の 給 付（ 児 童 手 当 以 外 ）を 考 慮 に い れ て 計 算 さ れ て い る 。2008
年 の デ ー タ で あ る 。貧 困 削 減 率 は 、（ 貧 困 率（ 児 童 手 当 無 ））  貧 困 率（ 児
童 手 当 有 ）） /貧 困 率 （ 児 童 手 当 無 ））  100 で 計 算 さ れ て い る 。  
注 ： 単 位 は %。 貧 困 率 は 左 軸 、 貧 困 削 減 率 は 右 軸 で あ る 。  

 さて、図 11 は、以上のように計算された、 EU 諸国における児

童手当によるシングルマザーの貧困率の削減効果を示している。

図の貧困削減率（再分配係数）をみると、シングルマザーの貧困

率を効率よく削減できているのは、ノルウェー、アイルランド、

フィンランド、デンマーク、イギリス、オーストリアなどである。

これらの国では、児童手当によって、貧困率が 40%以上削減され

ているのがわかる。児童手当は子育て世帯やシングルマザーの貧

困率削減に有効だといえよう。  

 再分配係数から、これらの国の制度に関する一定の情報を得る

ことができる。しかし、児童手当給付後の貧困率自体をみてみよ

う。アイルランドの児童手当制度の貧困削減率は極めて大きい。

しかし、児童手当の再分配効果は低いが、アイルランドよりもシ
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ングルマザーの貧困率が低い国も観察できる。なぜならば、再分

配前所得（児童手当給付前）の貧困率がそもそも高い国は、再分

配計数が高めに算出されているのである。  

 もちろん、制度の効率性を測る上で、再分配係数は有力なデー

タである。この指標によって各国の児童手当の貧困削減効果を把

握することができる。しかし、そもそも再分配前の所得自体が、

現金給付・現物給付や他の施策の影響から完全に独立しているわ

けで は ない 。 Van Lancker, Ghysels, & Cantillon(2015)が 指摘

するように、各国間の貧困率の背景に世帯の就業形態の差がある。

人びとの就業形態に、既存の現金給付制度や現物給付制度が効果

を及ぼしていると想定するのは自然だろう。  

 これまで、給付の集中度係数（低所得層へのターゲティングの

程度）と再分配係数の関係が注目されてきた。集中度係数とは、

どの所得階層に給付が集中しているのかを示す指標であり、－１

に近いほど、低所得層に給付が集中していることを示し、高所得

層に給付が集中しているとき１を示す値である。多くの研究では、

再分配係数と低所得層に対する給付の集中度（ターゲティングの

程度）の関係に注目してきた。しかし、給付の集中度係数は、分

配後の状態を示しているため、社会保障制度の構造や意図を表し

ているとは必ずしも言えない。例えば、ある国における母子（父

子）世帯のほとんどが貧困世帯であったとする。この時、この国

が、所得制限無しの児童手当制度を導入したとする。児童手当は

貧困世帯に集中的に給付されるが、所得制限は課されていない。

つまり、給付の集中度係数とは、ターゲティングの意図を伝えて

いるとは必ずしも言えない（Van Lancker, Ghysels, & Cantillon,

2015)1 0。  

ここで概念の整理をしておこう。普遍主義とは、福祉サービス

を 共 通 の ニ ー ズ を 持 つ す べ て の 人 へ 供 給 す る と い う 意 味 で 用 い

られることが多い。日本では、昭和 61 年度『厚生白書』が、「ニ

ードを有する者がサービスを利用する」という意味での「普遍主

義」と、「所得に関係なく国民全体を対象」とする制度のあり方

としての「普遍主義」が説明されている（小林 ,1989:39-40）。  

普遍主義とは対極として理解されるのが選別主義である。選別

主義とは、所得・資産調査などによって給付の対象者を選別する

1 0
そのため、近年の研究では、「ターゲッティングの意図」と「結果としてのターゲッ

ティング」を分離するために、法の情報を参照した指標作りが提案されている。
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仕組みを指すことが多い。典型的には、生活保護制度が念頭に置

かれている。しかし、議論が混乱するのは、資源を低所得層に集

中して給付するという意味での「ターゲティズム」という用法や、

福祉国家のあり方を示す「残余主義」という用法が存在するから

である。この点については、スピッカーが概念整理を試みる論文

を 公 表 し て い る (Spicker,2005) 。 Spicker は 、「 残 余 主 義

Residualism」、「選別性 Selectivity」、「ターゲティング Targeting」

を次のように区別している。「選別性」とは、「給付とサービスを

受給するために、対象者が同定・選別される過程」を指す概念で

ある (Spcicker,2005,p.349)。特に、低所得層を同定し、選別す

る過程を指すのが選別主義である。  

「選別主義」に対して、ターゲティングとは、再分配の結果を

示す概念だと理解できる。つまり、何らかの方法で、ある特定の

グループ（低所得者など）を同定し、選別したとしても、実際の

低 所 得 者 が 十 分 な 量 の 公 的 給 付 を 受 給 し て い な い 可 能 性 は 常 に

ある。また、失業給付のように、制度の利用者が失業者である場

合、給付の大半が低所得層に集中していると評価できる 11。この

場合、社会的リスクをカバーする普遍的な社会保険制度によって、

低 所 得 層 へ の 給 付 の タ ー ゲ テ ィ ン グ が 成 功 し た と も 評 価 す る こ

ともできる。  

いずれにせよ、対象グループ（子どもなど）の全員に給付する

「普遍主義」と、給付の結果を示す「ターゲティング」は正反対

の概念ではないと指摘されている。既に指摘したとおり、両者が

両立することはあり得る。実際、ターゲティングが貧困削減に寄

与 す る こ と は 確 認 さ れ て い る （ Brady & Bostic 2015; Marx, 

Salanauskaite, & Verbist 2013;Van Lancker, Ghysels, & 

Cantillon,2015）。  

 そして、制度の貧困削減効果を評価するために重要な変数が、

給付が等価可処分所得に占める割合で定義される、再分配予算の

規模（あるいは給付の寛容度）である。つまり、普遍的に給付し、

低所得層への給付のターゲティングに成功したとしても、再分配

の規模が大きくなければ、その効果は限定的にならざるを得ない。

租税制度と社会保障制度による格差削減効果 12は、累進度による

1 1 もちろん、失業のリスクに対処するための制度からの受益は、実際に失
業給付を受け取っていることだけに限定されない。

1 2
この格差削減効果とは、市場所得のジニ係数と可処分所得のジニ係数の
差を指している。
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効果と規模による効果に分解される（ Beramendi, P., & Rehm , 

2015）。つまり、次のような式になる。  

税や給付による格差削減効果 = 再分配の規模  累進度  

 累進度とは、租税について言えば、高所得者に税が集中してい

ることを意味し、給付の累進度とは、低所得者に給付が集中して

いることを指す。これまで整理検討してきた議論は、以上の式を

見れば、容易に理解できる。例えば、累進的な租税制度が存在し

ていたとしても、税負担の規模が小さければ、税の再分配効果は

限定的になる。低所得層に適切に給付を集中させたとしても、給

付の規模が限定的ならば、給付による再分配効果は小さくならざ

るを得ない。  

 近年では 、 Ferrarini,Nelson,& Palme(2015) 1 3が、社 会保障 給

付が可処分所得に占める割合で定義される給付規模と、ターゲテ

ィングの指標である「給付の集中度係数」の内、前者が貧困削減

に 寄 与 し て い る と い う 分 析 結 果 を 報 告 し て い る 。 Brady & 

Bostic(2015)は、給付の規模と低所得層へのターゲティングに貧

困削減効果があることを報告している。救済対象に対する給付の

ターゲティングが成功していたとしても、給付の規模が拡充され

ないのであれば、貧困削減効果は限定的にならざるを得ない。ま

た、Van Lancker, Ghysels, & Cantillon(2015)は普遍主義とシン

グルマザーへのターゲティング 14を組み合わせている国の児童手

当制度ほど、貧困削減効果が高いという分析結果を報告している。 

1 3
この論文では、 4 0 ヵ国のミクロデータを用いた分析がなされている。

1 4  Va n  L a n c k e r ,  G h y s e l s ,  &  C a n t i l l o n ( 2 0 1 5 )は集中度係数ではなく、制度の情
報を用いたターゲティングの指標を提案している。
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図  12 公的現金給付の規模と格差削減効果  

出 典 ： OECD(2008=2010)よ り 作 成  

 以上を整理すれば、充分に給付規模を拡大できるのであれば、

再分配政策は貧困削減に成功するということである。また、給付

規模が大きいのであれば、ターゲティングは貧困削減に有効にな

る。給付規模が過小ならば、社会保障制度の格差削減効果は限定

的になる。OECD(2008=2010)によれば、OECD22 ヵ国のデータでは、

家計税による格差削減効果よりも、現金給付による格差削減効果

のほうが大きいことが明らかにされている。そして、現金給付の

格差削減効果も、その規模と累進度に左右される。図 12 は、現

金給付の格差削減効果と現金給付の規模（現金給付が可処分所得

に占める割合）の関係を示している。可処分所得に占める現金給

付の割合が増大している国では、比較的格差削減効果が高いこと

が分かる。ただし、給付規模の大きさに見合った格差削減効果が

実現できていない国もある。  
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1-3.リスクの変化と再分配政策の変化  

 これまでの分析では現金給付を中心に議論してきた。ただし、

公的社会支出は、現金給付のみならず、現物給付によっても構成

されている。その論理を整理する前に、まず、概念整理をしてお

こう。社会的なニーズの変化に合わせて、再分配政策のあり方も

変化している。特に、人々のニーズを満たす手段として現物給付

が重視されるようになってきた。戦後拡大した各国の社会保障制

度は、人々が直面する様々な社会的リスクを保障するものであっ

た。Esping-Andersen(1999=2000)は、人々が直面する社会的リス

クを「階級的リスク」、「ライフサイクル上のリスク」に分類して

いる 15（ Esping-Andersen,1999=2000,pp.71-75）。この分類を用い

て、Jensen(2011b)は、理論的に現物給付の役割を考察している。  

「階級的リスク」は人々の労働市場の地位に応じて社会的リス

クが配分されていることを示している。例えば、正規労働者と非

正規労働者では、景気後退期において失業する確率が異なる。リ

スクに直面した個人の所得に注目するため、現金給付が用いられ

る。そのため、現金給付を供給する社会保障制度を評価する際に

用いられたのは、年金、失業、疾病保険の「所得代替率」が主た

るものであった。（ Jensen,2011b,p.405）。  

 「階級的リスク」とは違い、「ライフサイクル上のリスク」は

個人の労働市場における地位とは直接的な関係を持たない。「ラ

イフサイクル上のリスク」は、若年期（児童福祉や教育のニーズ）、

壮年期（育児ニーズ）、老齢期（医療、介護のニーズ）に応じて

個人ごとに異なる。つまり、「ライフサイクル上のリスク」は、

個人の所得の多寡に関係なく、誰にでも発生する可能性がある。

「ライフサイクル上のリスク」は誰にでも発生する可能性がある

ため、国家がそのリスクに対処する場合、サービスの対象者は普

遍的になりやすい。各個人が直面する「ライフサイクル上のリス

ク」から生まれるニーズを直接充足する必要があるため、現金給

付ではなく、教育、福祉ケアなどといった現物給付の形で支給さ

れることが多い (Jensen 2011b,pp.405-406)。  

戦後の福祉拡充期において、男性が世帯の主な稼ぎ主であった

1 5
正確には、「世代間のリスク」を含めてリスクの 3 分類が提起されてい

る ( E s p i n g - A n d e r s e n  1 9 9 9 = 2 0 0 1 )。本稿の問題関心にかかわる「階級的リス
ク」と「ライフサイクル上のリスク」に議論を集中させた。
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ため女性や子供を社会的リスクから保護するには、男性稼ぎ主が

直面する「所得損失」のリスクを老齢年金や失業保険などの現金

給付で保障すればよかった。しかし、現代国家は、このようなリ

スクに加えて、新たな社会的リスクにも対応しなければならなく

なったのである。  

表  4 現物給付（対 GDP 比）の推移  

出 典 ： OECD.stat よ り 作 成  
1980→ 2011、 2000→ 2011 は 、 そ の 期 間 の 変 化 （ パ ー セ ン ト ポ イ ン ト ） を 示
し て い る 。 OECD 平 均 値 は 表 未 掲 載 の 国 を 含 ん で 計 算 さ れ て い る 。  

 表 4 は、各国の現物給付総額の変遷を示している。まず、OECD

の平均を見ると、 1980 年には現物給付の額は GDP 比で 5.3%であ

ったが、2009 年には 8.9%まで上昇し、2011 年には 8.6%に微減し

ている。傾向としては、各国は現物給付の規模を拡充してきたと

いえる。2000 年の介護保険制度改革を始めとして、日本では現物

給付に関する改革が実施されてきた。そのためか、日本の現物給

付支出額は、1980 年から 2011 年にかけて急増している。1980 年

と 2000 年からの変化を見ても、現物給付の拡大幅は表掲載国の

中で、日本は 2 番目に大きいのが分かる。  

 すでに、前節で指摘した「所得格差是正が経済成長率を向上さ

せる」という研究は、格差が人的資本蓄積を妨げる経路を強調し

ている。所得格差が教育の機会均等の悪化、社会的不安定を増す

がゆえに経済成長率を低下させるのであれば、保育のような人々

単位：%

1980年 1990年 2000年 2005年 2009年 2010年 2011年 1980→2011 2000→2011
オーストラリア 4.2 5.7 7.7 8.1 9.1 8.9 9.2 5.0 1.5
オーストリア 5.7 6 7.5 7.9 8.7 8.7 8.6 2.9 1.1
ベルギー 5.5 6.7 8.1 8.8 10.2 10 10.2 4.7 2.1
カナダ 6.4 7.7 6.8 7.2 8.3 8.2 8.1 1.7 1.3
デンマーク 9.9 10 10.9 12.1 14.1 13.8 13.7 3.8 2.8
フィンランド 6.8 8.6 7.5 8.8 10.3 10.3 10.5 3.7 3
フランス 6.8 8.6 10.6 11.2 11.4 11.4 11.3 4.5 0.7
ドイツ 7 7.2 9.4 9.9 10.8 10.7 10.4 3.4 1
日本 4.9 4.9 7.1 8.2 9.7 9.7 10.4 5.5 3.3
オランダ 6.5 6.7 7.1 9.5 10.5 10.7 10.5 4.0 3.4
ノルウェー 6.7 7.9 9 9.5 10.7 10.6 10.5 3.8 1.5
スウェーデン 12.4 11 12.3 13.3 14.7 14.1 14.1 1.7 1.8
スイス 4 4.5 6.4 7.4 8 8 8.1 4.1 1.7
イギリス 5.8 6.9 8.6 9.9 11.9 11.8 11.6 5.8 3
アメリカ 4.6 5.4 6.7 7.8 9.2 9.5 9.5 4.9 2.8
OECD 5.3 5.8 6.9 7.7 8.8 8.6 8.6 3.3 1.7
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に 直 接 サ ー ビ ス を 提 供 す る 現 物 給 付 は 政 策 手 段 と し て 有 効 だ ろ

う 16。そこで、簡単に現物給付の効果を整理しておこう。  

 まず、現物給付の目的は、所得の再分配ではなく、「教育、保

健医療、許容できる生活水準をすべての人々に提供すること」に

ある（ OECD,2011=2014,p.384）。もちろん、現物給付には所得再

分配効果があることが知られている。既に指摘した通り、所得に

関係なく、ライフサイクルに応じて、人々は保育、教育、介護を

必要とする。そのため、現物給付の対象者は、普遍的になる傾向

がある。そして、所得階層別に現物給付の効果を見ると低所得階

層の恩恵が高い。そのため、現物給付には再分配効果が生じる。 

表  5 所得五分位別にみた現物給付による所得引き上げ効果  

出 典 ： OECD(2011=2014),p.371,表 8.1 
注：可 処 分 所 得 に 占 め る 割 合（ ％ ）、OECD 平 均（ 27 か 国 ）。日 本 の デ ー タ は
含 ま れ て い な い 。  

 表 5 は、所得五分位別に見た現物給付による所得引き上げ効果

を示している。具体的には、現物給付を金銭換算した額が可処分

所得に占める割合を表 5 は示している。「全体」でみれば、教育

サービスの規模は可処分所得の 11.8％にもなる。しかし、下位

20％では、30.6％、第 2 五分位では 18.5％と低所得層ほど、可処

分所得に占める現物給付の効果が大きいことが分かる。これは、

あ る サ ー ビ ス に 必 要 な 負 担 が 社 会 化 さ れ て い る 程 度 を 示 し て い

る。その社会化の規模が所得に占める割合は、低所得層ほど高い

のである。  

 図 13 は、現物給付による高齢者の所得引き上げ効果と貧困率

の関係を示している。両者に強い相関関係を見出すことはできな

いが、おおむね所得引き上げ効果の強い国ほど、高齢者の貧困率

が低い傾向にあることが分かる。  

1 6
表 4 に、教育の公的支出は含まれてはいない。

第1五分位 第2五分位 第3五分位 第4五分位 第5五分位 全体

教育 30.6% 18.5% 14.2% 10.4% 5.6% 11.8%
保健医療 34.9% 22.2% 15.8% 11.8% 7.2% 13.9%
住宅 1.8% 0.7% 0.4% 0.2% 0.1% 0.4%
幼児教育・保育 4.5% 3.0% 2.4% 1.5% 0.8% 1.8%
高齢者介護 4.0% 1.9% 0.7% 0.4% 0.2% 0.9%

合計 75.8% 46.4% 33.5% 24.3% 13.7% 28.8%



図  13  現物給付による高齢者の収入底上げ効果

出 典 ： OECD,(2013e=2015),

 保育、教育、介護への公的支出が必要とされる背景には、人々

が直面する社会的なリスクの変化がある。そのため、

出の総額が大きかったとしても、社会支出の内訳によっては、制

度に包摂されていない人々が存在する可能性がある。このような

文脈で、「社会保障制度や雇用政策によって保護された人びと」

をインサイダー、そのような「保護から排除されたり手薄な保護

しか受けられなかったりする人びと」をアウトサイダーとして、

定義されている（田中 ,

って、先進各国は「新しい社会的リスク」に直面した。特に

期雇用やパートタイム労働が増加していく。女性の就労を支援す

る制度が未整備のままならば、「女性は家庭と職業との両立困難

というリスクに直面する。教育やスキルの乏しい若者、女性、長

期失業者は、長期雇用を前提とした既存の社会保障や雇用政策に

よる保護の恩恵を受けられず、大きな貧困リスク、社会的排除リ

スク」に晒されるのである（田中

このように、新しい社会的リスクに対する支出は、従来の社会

保 障 政 策 か ら 受 益 を 得 て い な か っ た 層 に 対 す る 支 援 と し て 機 能

する可能性がある。では、各国はこのような分野に
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p.121,図 2.32 

への公的支出が必要とされる背景には、人々

が直面する社会的なリスクの変化がある。そのため、公的社会支

出の総額が大きかったとしても、社会支出の内訳によっては、制

度に包摂されていない人々が存在する可能性がある。このような

文脈で、「社会保障制度や雇用政策によって保護された人びと」

をインサイダー、そのような「保護から排除されたり手薄な保護

しか受けられなかったりする人びと」をアウトサイダーとして、

2016,p.282)。産業構造や家族の変化によ

って、先進各国は「新しい社会的リスク」に直面した。特に

期雇用やパートタイム労働が増加していく。女性の就労を支援す

る制度が未整備のままならば、「女性は家庭と職業との両立困難

というリスクに直面する。教育やスキルの乏しい若者、女性、長

期失業者は、長期雇用を前提とした既存の社会保障や雇用政策に

よる保護の恩恵を受けられず、大きな貧困リスク、社会的排除リ

スク」に晒されるのである（田中 ,2016,p.282）。  

このように、新しい社会的リスクに対する支出は、従来の社会

保 障 政 策 か ら 受 益 を 得 て い な か っ た 層 に 対 す る 支 援 と し て 機 能

する可能性がある。では、各国はこのような分野に対してどの程

への公的支出が必要とされる背景には、人々

公的社会支

出の総額が大きかったとしても、社会支出の内訳によっては、制

度に包摂されていない人々が存在する可能性がある。このような

文脈で、「社会保障制度や雇用政策によって保護された人びと」

をインサイダー、そのような「保護から排除されたり手薄な保護

しか受けられなかったりする人びと」をアウトサイダーとして、

。産業構造や家族の変化によ

って、先進各国は「新しい社会的リスク」に直面した。特に、短

期雇用やパートタイム労働が増加していく。女性の就労を支援す

る制度が未整備のままならば、「女性は家庭と職業との両立困難

というリスクに直面する。教育やスキルの乏しい若者、女性、長

期失業者は、長期雇用を前提とした既存の社会保障や雇用政策に

よる保護の恩恵を受けられず、大きな貧困リスク、社会的排除リ

このように、新しい社会的リスクに対する支出は、従来の社会

保 障 政 策 か ら 受 益 を 得 て い な か っ た 層 に 対 す る 支 援 と し て 機 能

対してどの程
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度支出しているのだろうか。Bonoli(2007)の定義を用いて、稗田

（ 2010）は、新しい社会的リスク向け支出、伝統的社会的リスク

向け支出に関する分析を行っている。具体的には、OECD の社会支

出データベース Social expenditure database（ SOCX）、の分類の

内、1980～ 2001 年における「家族現金給付、家族現物給付、積極

的労働市場政策、高齢者向け現物給付、公的扶助現金給付、公的

扶助現物給付」の合計値を「新しい社会的リスク向け支出」とし

て算出し、「老齢年金、寡夫現金給付、障害現金給付、失業給付」

の 合 計 値 を 「 伝 統 的 社 会 的 リ ス ク 向 け 支 出 」 と し て い る

（ Bonoli ,2007,p.508;稗田 ,2010,p.115）。本稿では、「新しい社

会的リスク向け支出」を、家族現金給付、家族現物給付、積極的

労働市場政策向け支出、高齢者現物給付の合計額として計算した
17。「新しい社会的リスク向け支出」の各国の推移を示しているの

が図 14 である。  

 まず、日本の数値が 2000 年から急激に上昇し、 2011 年にはド

イツの値を超えているのがわかる。この動きは、高齢現物給付の

増加、つまり、公的介護保険制度の創設による影響である。また、

興味深いことに、公的社会支出の総額でみれば OECD 諸国で最大

の値を示していたフランスは、デンマークやスウェーデンよりも、

新しい社会的リスク向け支出が小さいことが図より看取できる。

これは Bonoli(2007)が既に指摘している点である。  

1 7  S O C X の「その他」の部分が複雑であるため、公的扶助への支出部分は
含めずに計算した。そのため、厳密には先行研究の値と一致しない。ただ
し、公的社会支出の「その他」の部分の規模はそれほど大きくないため、
致命的問題にはならないと判断した。



図  14 新しい社会的リスク向け支出（対

出 所 ： Bonoli(2007)の 手 法 に 従 い 、
注 ： 縦 軸 の 単 位 は %で あ る 。

新 し い 社 会 的 リ ス ク に 対 処 す る た め の 支 出 と 伝 統 的 な 社 会 的

リスクに対処するための支出とでは、貧困率に与える影響がそれ

ぞれ異なる可能性がある

る 家 計 調 査 デ ー タ と マ ク ロ レ ベ ル の 変 数 双 方 を 用 い て 分 析

の が Rovny (2014)で あ る 。 具 体 的 に は 、 低 技 能 の 若 年 労 働 者

（ 18-30 歳、男女別）、

与する要因が分析されている。分析の結果、公的社会支出の総額

は、高齢者の貧困率引き下げに寄与するが、若年層の貧困率引き

下げに寄与していないことが明らかにされた。公的社会支出の総

額は各国の社会保障制度を把握するために有用な指標である。し

かし、公的社会支出総額が大きいからといって、若年層の貧困リ

スクを引き下げられるとは限らない。

る。また、失業給付の存在も高齢者の高齢男性の貧困率引き下げ

にしか効果が無い (Rovny,2014)

 さらに、 Rovny(2014)

い国ほど、高齢男性労働者、若年労働者の貧困率の引き下げが実

現しているという分析結果を

市 場 へ と 包 摂 し よ う と す る 政 策 に は 一 定 の 効 果 が あ る 可 能 性 が

ある。表 6 は各国の積極的労働市場政策への支出額の変遷である。
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の 手 法 に 従 い 、 OECD.stat よ り 計 算 。  
で あ る 。

新 し い 社 会 的 リ ス ク に 対 処 す る た め の 支 出 と 伝 統 的 な 社 会 的

リスクに対処するための支出とでは、貧困率に与える影響がそれ

可能性がある。この点をルクセンブルク所得調査によ

る 家 計 調 査 デ ー タ と マ ク ロ レ ベ ル の 変 数 双 方 を 用 い て 分 析

で あ る 。 具 体 的 に は 、 低 技 能 の 若 年 労 働 者

55－ 64 歳の労働者が貧困に陥る確率に寄

与する要因が分析されている。分析の結果、公的社会支出の総額

は、高齢者の貧困率引き下げに寄与するが、若年層の貧困率引き

下げに寄与していないことが明らかにされた。公的社会支出の総

額は各国の社会保障制度を把握するために有用な指標である。し

かし、公的社会支出総額が大きいからといって、若年層の貧困リ

スクを引き下げられるとは限らない。支出の種類も重要なのであ

また、失業給付の存在も高齢者の高齢男性の貧困率引き下げ

(Rovny,2014)。  

Rovny(2014)は、積極的労働市場政策の支出額が大き

い国ほど、高齢男性労働者、若年労働者の貧困率の引き下げが実

という分析結果を報告している。つまり、人々を労働

場 へ と 包 摂 し よ う と す る 政 策 に は 一 定 の 効 果 が あ る 可 能 性 が

は各国の積極的労働市場政策への支出額の変遷である。

比）の推移

新 し い 社 会 的 リ ス ク に 対 処 す る た め の 支 出 と 伝 統 的 な 社 会 的

リスクに対処するための支出とでは、貧困率に与える影響がそれ

得調査によ

る 家 計 調 査 デ ー タ と マ ク ロ レ ベ ル の 変 数 双 方 を 用 い て 分 析 し た

で あ る 。 具 体 的 に は 、 低 技 能 の 若 年 労 働 者

歳の労働者が貧困に陥る確率に寄

与する要因が分析されている。分析の結果、公的社会支出の総額

は、高齢者の貧困率引き下げに寄与するが、若年層の貧困率引き

下げに寄与していないことが明らかにされた。公的社会支出の総

額は各国の社会保障制度を把握するために有用な指標である。し

かし、公的社会支出総額が大きいからといって、若年層の貧困リ

なのであ

また、失業給付の存在も高齢者の高齢男性の貧困率引き下げ

積極的労働市場政策の支出額が大き

い国ほど、高齢男性労働者、若年労働者の貧困率の引き下げが実

。つまり、人々を労働

場 へ と 包 摂 し よ う と す る 政 策 に は 一 定 の 効 果 が あ る 可 能 性 が

は各国の積極的労働市場政策への支出額の変遷である。
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OECD 平均は、1990 年から 2011 年にかけてほとんど変化していな

いのが分かる。そして、それは各国も同様である。しかし、日本

は積極的労働市場政策への支出額が、少ない国に分類できる。仮

に、積極的労働市場政策が、人々の貧困リスク引き下げに貢献す

るのであれば、この傾向はあまり望ましくはないだろう。  

表  6 積極的労働市場政策への支出（対 GDP 比）の推移  

出 典 ： OECD.stat よ り 作 成  

 さらに、 Rovny(2014)は、家族手当や保育支出が貧困率引き下

げに与える影響も分析している。分析によると、家族政策（家族

手当と保育支出）は、若年層の男女の貧困確率引き下げに寄与す

る。保育支出や家族手当は、子育て世帯の生活を支える可能性が

ある 18。現物給付の中でも、公的保育サービスには、世帯所得の

引き上げ効果のみならず、「サービスを受けて親が働くことによ

る所得増加」という効果がある。当然、親の就労によって、世帯

所 得 が 増 加 す れ ば 、「 子 ど も の い る 低 所 得 世 帯 が さ ら に 幼 児 教

1 8
さらに、組合組織率は高齢男性の貧困確率引き下げにしか寄与しないこ

と、国会における女性議員割合が高い国ほど、若年女性と高齢男性の貧困
リスクが引き下がる傾向にあることが明らかにされている。

1990年 2000年 2005年 2009年 2010年 2011年
オーストラリア 0.2 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3
オーストリア 0.3 0.5 0.6 0.8 0.8 0.8
ベルギー 1.1 0.9 0.7 0.8 0.8 0.9
カナダ 0.5 0.4 0.3 0.3 0.3 0.2
デンマーク 0.7 1.9 1.6 1.6 2 2.2
フィンランド 0.8 0.9 0.9 0.9 1 1
フランス 0.7 1.2 0.9 1 1.1 0.9
ドイツ 0.9 1.2 1 1 0.9 0.8
日本 0.3 0.3 0.3 0.4 0.3 0.2
オランダ 1.3 1.4 1.3 1.2 1.2 1.1
ノルウェー 0.9 0.6 0.7 0.6 0.6 0.6
スウェーデン 1.6 1.7 1.2 1 1.2 1.2
スイス 0.2 0.5 0.7 0.6 0.6 0.6
イギリス 0.5 0.2 0.4 0.4 0.4 0.4
アメリカ 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
OECD 0.5 0.6 0.5 0.5 0.6 0.5
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育・保育サービスを受けやすくなり、より広範に利用されるよう

になれば、結果的に子どものいる世帯の所得格差の縮小効果はよ

り大きくなる可能性がある」（ OECD,(2011 = 2014),pp.388-389）。  

表 7 OECD 各国の保育・就学前教育への公的支出額(対 GDP 比、2011 年) 

出 典 ： OECD Family Database よ り 作 成  

 表 7 は 2011 年における保育・就学前教育への公的支出額を示

している。現物給付の規模を拡大してきた日本は、保育や就学前

教育に対しては、OECD 平均の半分程度しか支出していない。柴田

（ 2015）は、計量分析の結果を元に日本における「女性労働参加・

子育て支援（保育サービスと児童手当）・自殺予防」が小規模な

ため、「それらによる経済成長も、いまだ小規模なものにとどま

っている」と指摘している（柴田 ,2015,p.268）。保育サービス拡

充は、女性の労働市場参加を支援する。「子育て世帯は、子育て

をしていない高所得世帯よりも、消費性向が高い」ため、児童手

保育(対GDP比） 就学前教育（対GDP比） 総計

デンマーク 0.7 1.3 2.0
スウェーデン 1.1 0.5 1.6
フランス 0.6 0.7 1.2
ノルウェー 0.9 0.4 1.2
イギリス 0.4 0.7 1.1
フィンランド 0.8 0.3 1.1
ニュージーランド 0.1 1.0 1.1
ベルギー 0.1 0.6 0.7
イタリア 0.2 0.4 0.6
メキシコ 0.1 0.5 0.6
ルクセンブルク 0.5 - 0.5
ポーランド 0.1 0.4 0.5
アイルランド - 0.5 0.5
ドイツ 0.1 0.4 0.5
オーストリア 0.5 - 0.5
日本 0.3 0.1 0.4
チェコ 0.0 0.4 0.4
チリ 0.2 0.2 0.4
ポルトガル 0.0 0.4 0.4
アメリカ 0.1 0.3 0.4
OECD30ヵ国平均 0.4 0.5 0.8
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当によって「子育て世帯に所得が移転されると、消費が増え、市

場が活性化する」可能性が指摘されている（柴田 ,2015,p.265）。 

 この点を踏まえれば、日本の保育・就学前教育へのさらなる財

源投入が求められるだろう。  
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2. 福祉国家の財源構造  

図  15 総税収の対 GDP 比と公的社会支出総額  

出 所 ： OECD.stat よ り 作 成  

 多くの人に十分な給付をするには、安定的な財源が不可欠であ

る。一時的な財源で実施される政策は、不況などの要因に直面し

たとき、削減されやすい。図 15 は、総税収と公的社会支出総額

の関係を簡単に示している。両者に正の相関関係を確認できる。

これは、公的社会支出の水準を増大させるためには、税収が必要

になる、という事実を示している。図 16 のように、公的社会支

出総額の代わりに給付の寛容度を用いても、給付の寛容度が高い

国ほど、高い総税収が必要になっているのが分かる。ただし、図

15 に比べれば、両者の相関関係は低い。給付の寛容度に影響を与

えるのは総税収のみならず、他の要因があることが窺える。  
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図  16 給付の寛容度と総税収の関係（ 2008 年）  

出 典 ： OECD.stat と Scruggs, Detlef, & Kati(2014)よ り 作 成  

 表 8 は総税収の対 GDP 比の変遷を示している 19。表の OECD 平均

値は 1980 年に 30.07%、 1990 年に 32.09%、 2012 年には 33.79%と

なっており、傾向としては総税収の維持ないし微増を確認できる。

ただし、2005 年から 2012 年への変化を見ると、OECD 各国は平均

的に総税収を低下させていることを看取できる 20。  

 表 に 掲 載 し て い る 国 で 最 も 総 税 収 が 低 下 し て い る の は ス ウ ェ

ーデンである。 2012 年では 1980 年の水準以下にまで、総税収が

低下しているのを看取できる。既に、いくつかの指標でスウェー

デンが歳出削減などを実施しているのを確認してきた。他の指標

の動きと総税収の動きは、整合的だと言える。ただし、1980 年段

階でスウェーデンの総税収の対 GDP 比は、43.75%と高水準であり、

2012 年の 42.56%も OECD 平均値を大きく上回っている。  

1 9 O E C D . s t a t では 2 0 1 4 年までのデータが公開されている。しかし、 2 0 1 3
年の日本のデータが推計値であり、2 0 1 4 年のデータは欠損値であるため、
本報告書では 2 0 1 2 年までのデータを用いている。

2 0 2 0 0 0 年代で O E C D 平均値が最も高い値を示しているのは 2 0 0 6 年である。
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表  8 総税収（対 GDP 比）の推移  

出 所 ： OECD.stat 
注 ： 1980→ 2012、 1990→ 2012、 2000→ 2012 は 、 そ の 期 間 の 変 化 分 （ パ ー セ
ン ト ポ イ ン ト ）。 OECD 平 均 値 は 表 未 掲 載 の 国 を 含 ん で 計 算 さ れ て い る 。  

 OECD 平均値を上回る規模で総税収が増加している国として、デ

ンマーク、フィンランド、フランス、日本を指摘できる 21。 1980

年の日本の総税収が低かったため、2012 年段階でも日本の総税収

の GDP 比は OECD 平均値以下である。ただし、日本において消費

税の 8%への増税が実施されていることを踏まえると、より最新の

データが公開されれば、日本の総税収の大幅増を確認できるだろ

う。ただし、日本の消費税の 8%への増税が、政府規模の大幅な拡

充をもたらすとは限らない。そこで、総税収だけではなく、一般

政府支出の動向も確認しておこう。  

2 1
この箇所は、 1 9 8 0 年から 2 0 1 2 年までの変化を指している。

単位：%
1980年 1990年 2000年 2005年 2012年 1980→2012 1990→2012 2000→2012

オーストラリア 26.22 28.08 30.44 29.91 27.34 1.12 -0.73 -3.09
オーストリア 38.67 39.38 42.12 40.93 41.68 3.01 2.30 -0.44
ベルギー 40.57 41.24 43.56 43.11 43.99 3.42 2.76 0.43
カナダ 30.48 35.32 34.91 32.32 30.72 0.24 -4.60 -4.19
デンマーク 41.31 44.45 46.88 47.99 46.39 5.08 1.95 -0.48
フィンランド 35.32 42.91 45.82 42.11 42.68 7.36 -0.23 -3.14
フランス 39.40 40.98 43.05 42.78 44.13 4.73 3.15 1.08
ドイツ 36.43 34.80 36.24 33.87 36.38 -0.05 1.58 0.14
日本 24.75 28.54 26.65 27.30 29.41 4.65 0.87 2.76
オランダ 40.26 40.21 36.84 36.07 36.06 -4.20 -4.15 -0.78
ニュージーランド 29.63 36.18 32.55 35.97 32.38 2.74 -3.80 -0.17
ノルウェー 41.94 40.25 41.89 42.55 41.52 -0.43 1.27 -0.37
スウェーデン 43.75 49.48 48.98 46.61 42.56 -1.19 -6.92 -6.42
スイス 23.32 23.62 27.64 26.54 26.90 3.58 3.28 -0.75
イギリス 33.38 32.88 34.67 33.75 33.05 -0.34 0.17 -1.63
アメリカ 25.53 25.93 28.16 25.90 24.05 -1.48 -1.88 -4.11
OECD平均 30.07 32.09 34.25 33.94 33.79 3.72 1.70 -0.45



図  17 一般政府支出の対

出 典 ： Brady, Huber, & Stephens(2014)

 図 17 は、フランス、日本、スウェーデン、イギリス、アメリ

カにおける 1960～ 2011

遷を示している。日本は政府支出を順調に増加させ、

らアメリカ並の額に達している。ただし、スウェーデン、イギリ

ス、フランスに比べると、日本やアメリカの一般政府支出は、比

較的小さい規模だと言える。スウェーデンとフランスは

にはほぼ同等の規模であった。その後両国の差は広がりつつも、

2011 年には両者の大きさは逆転している。

も、スウェーデンの政府支出が削減傾向に

このような、政府支出の拡大と削減を説明する要因を整理してお

こう  

 Brady & Lee(2014)は、一般政府支出の削減の規定要因を分析

し、ユーロ導入、失業率、財政赤字の存在は、各国の歳出削減を

誘発する確率を高めるという結果を報告している。ユーロ導入の

ためには一定の財政規律が導入国に要求されるため、この結果は

それほど不自然ではない。また、高齢化のような人口要因、失業

率の増加、国外の影響の拡大

タ ー に 歳 出 削 減 を 正 当 化 さ せ る 手 段 を 提 供 す る 場 合 が あ る
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一般政府支出の対 GDP 比の変遷  

Stephens(2014)よ り 作 成  

は、フランス、日本、スウェーデン、イギリス、アメリ

年までの一般政府支出（対 GDP 比）の変

遷を示している。日本は政府支出を順調に増加させ、1990

らアメリカ並の額に達している。ただし、スウェーデン、イギリ

ス、フランスに比べると、日本やアメリカの一般政府支出は、比

較的小さい規模だと言える。スウェーデンとフランスは

にはほぼ同等の規模であった。その後両国の差は広がりつつも、

両者の大きさは逆転している。総支出のレベルで見て

も、スウェーデンの政府支出が削減傾向にあることは読み取れる。

このような、政府支出の拡大と削減を説明する要因を整理してお

は、一般政府支出の削減の規定要因を分析

し、ユーロ導入、失業率、財政赤字の存在は、各国の歳出削減を

誘発する確率を高めるという結果を報告している。ユーロ導入の

は一定の財政規律が導入国に要求されるため、この結果は

それほど不自然ではない。また、高齢化のような人口要因、失業

の拡大（貿易の開放度など）は、政治アク

タ ー に 歳 出 削 減 を 正 当 化 さ せ る 手 段 を 提 供 す る 場 合 が あ る

は、フランス、日本、スウェーデン、イギリス、アメリ

比）の変

1990 年頃か

らアメリカ並の額に達している。ただし、スウェーデン、イギリ

ス、フランスに比べると、日本やアメリカの一般政府支出は、比

1960 年

にはほぼ同等の規模であった。その後両国の差は広がりつつも、

総支出のレベルで見て

あることは読み取れる。

このような、政府支出の拡大と削減を説明する要因を整理してお

は、一般政府支出の削減の規定要因を分析

し、ユーロ導入、失業率、財政赤字の存在は、各国の歳出削減を

誘発する確率を高めるという結果を報告している。ユーロ導入の

は一定の財政規律が導入国に要求されるため、この結果は

それほど不自然ではない。また、高齢化のような人口要因、失業

（貿易の開放度など）は、政治アク

タ ー に 歳 出 削 減 を 正 当 化 さ せ る 手 段 を 提 供 す る 場 合 が あ る
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(Brady & Lee,2014,p.61)。つまり、短期間で容易に操作できな

い、人口構造のような構造的要因のために、やむを得ず歳出削減

を行う、という戦略を政治アクターが採用することができるので

ある。  

 以上の要因もあり、一般政府支出の増加幅や削減幅には国ごと

の違いが観察できる。また、スウェーデンのように総税収を低下

させている国は、やはり、一般政府支出の規模も低下させている

ことが図 17 からわかる。以上の点を踏まえれば、日本の総税収

の増加と支出の増加は注目に値する。次に、どのような税が増減

しているのか確認しておこう。  

表  9 所得課税の税収推移（対 GDP 比）  

出 所 ： OECD.stat 
注 ： 1980→ 2012、 1990→ 2012、 2000→ 2012 は 、 そ の 期 間 の 変 化 分 （ パ ー セ
ン ト ポ イ ン ト ）。 OECD 平 均 値 は 表 未 掲 載 の 国 を 含 ん で 計 算 さ れ て い る 。  
注 2： 所 得 税 収 に は 、 個 人 所 得 税 収 と 法 人 税 収 を 含 ん で い る 。  

 表 9 は、所得税収の GDP 比の推移を示している。まず、 OECD

平均をみると、 11～ 12%の範囲に収まっているが、微減している

のを確認できる。2012 年段階で最も所得税収の大きな国は、デン

マークであり、GDP 比 28.79% と OECD 平均の 2 倍以上である。分

析期間中、所得税収を大幅に低下させているのがスウェーデンで

ある。近年、スウェーデンでは勤労税額控除といった減税政策を

実施しているため、その影響が反映されていると思われる。低成

長や減税政策などを反映してか、日本の所得税収の減収幅は極め

て大きいのが分かる。  

単位：%
1980年 1990年 2000年 2005年 2012年 1980→2012 1990→2012 2000→2012

オーストラリア 14.72 16.04 17.67 17.63 15.89 1.17 -0.15 -1.77
オーストリア 10.34 10.06 11.99 11.67 12.01 1.67 1.95 0.02
ベルギー 16.66 15.22 16.86 15.71 15.27 -1.39 0.05 -1.59
カナダ 14.20 17.15 17.47 15.20 14.57 0.37 -2.58 -2.91
デンマーク 22.95 27.18 28.79 29.74 28.79 5.84 1.61 -0.01
フィンランド 13.82 16.84 19.75 16.10 14.62 0.80 -2.22 -5.13
フランス 6.62 6.58 10.73 10.07 10.44 3.82 3.86 -0.29
ドイツ 12.79 11.27 10.93 9.55 11.06 -1.73 -0.21 0.13
日本 11.42 14.33 9.28 9.23 9.13 -2.28 -5.19 -0.15
オランダ 13.23 12.97 9.33 10.05 9.13 -4.11 -3.85 -0.21
ニュージーランド 20.68 21.56 19.53 22.65 17.95 -2.73 -3.61 -1.58
ノルウェー 17.54 14.18 18.85 20.94 20.06 2.51 5.88 1.21
スウェーデン 19.03 20.60 19.97 18.22 14.50 -4.52 -6.10 -5.47
スイス 10.57 11.15 12.22 11.94 12.26 1.69 1.11 0.04
イギリス 12.61 12.93 13.54 12.97 11.77 -0.84 -1.15 -1.77
アメリカ 12.72 11.70 14.09 11.99 11.29 -1.44 -0.42 -2.81
OECD平均 11.59 12.16 12.19 11.88 11.37 -0.23 -0.79 -0.82
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表  10 社会保険料負担（対 GDP 比）の推移  

出 所 ： OECD.stat 
注 ： 1980→ 2012、 1990→ 2012、 2000→ 2012 は 、 そ の 期 間 の 変 化 分 （ パ ー セ
ン ト ポ イ ン ト ）。 OECD 平 均 値 は 表 未 掲 載 の 国 を 含 ん で 計 算 さ れ て い る 。  

 しかし、デンマークの所得税収の大きさには注意する必要があ

る。なぜならば、社会保険を全面的に採用している国では、所得

税 収 の み な ら ず 社 会 保 険 料 に よ っ て 財 源 を 調 達 し て い る か ら で

ある。社会保険料は勤労所得に対する一種の比例所得税とみなす

こともできる。さて、表 10 は OECD 各国の社会保険料の推移を示

している。まず、デンマークの社会保険料収入の水準と、ドイツ、

フランス、日本、オランダ、スウェーデンなどの国の社会保険料

収入との間に大きな差があることがわかる。 OECD 平均をみると、

社会保険料収入は安定的な財源調達力を持っているのがわかる。

社会保険料からの財源が少ないがために、デンマークでは所得税

収と付加価値税による税収が大きいのである。社会保険方式を採

用 す る 日 本 で は 社 会 保 険 料 収 入 が 所 得 税 収 を 超 え る 規 模 に な っ

ている。  

 現代国家の財政にとって重要な財源は所得課税のみではない。

表 11 は、消費課税の推移を示している。  

単位：%
1980年 1990年 2000年 2005年 2012年 1980→2012 1990→2012 2000→2012

オーストラリア 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
オーストリア 11.95 12.95 14.36 14.01 14.21 2.26 1.27 -0.15
ベルギー 11.70 13.70 13.36 13.15 14.07 2.37 0.38 0.72
カナダ 3.21 4.29 4.75 4.77 4.76 1.55 0.47 0.01
デンマーク 0.18 0.01 0.64 0.11 0.10 -0.08 0.09 -0.54
フィンランド 8.24 11.00 11.56 11.48 12.64 4.40 1.64 1.08
フランス 16.82 18.06 15.52 15.84 16.50 -0.33 -1.56 0.98
ドイツ 12.51 13.04 14.15 13.49 13.92 1.41 0.88 -0.23
日本 7.21 7.55 9.37 10.06 12.23 5.03 4.69 2.87
オランダ 15.33 15.05 14.39 12.30 14.70 -0.63 -0.35 0.31
ニュージーランド 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ノルウェー 8.86 10.58 8.77 8.71 9.34 0.47 -1.25 0.57
スウェーデン 12.60 13.47 12.90 12.52 10.19 -2.40 -3.28 -2.70
スイス 5.45 5.58 6.77 6.39 6.70 1.25 1.12 -0.07
イギリス 5.57 5.60 5.89 6.37 6.30 0.74 0.70 0.42
アメリカ 5.58 6.64 6.64 6.35 5.45 -0.13 -1.19 -1.19
OECD平均 6.88 7.35 8.56 8.56 9.00 2.12 1.65 0.44



49 

表  11 消費課税収入の推移（対 GDP 比）  

出 所 ： OECD.stat 
注 ： 1980→ 2012、 1990→ 2012、 2000→ 2012 は 、 そ の 期 間 の 変 化 分 （ パ ー セ
ン ト ポ イ ン ト ）。 OECD 平 均 値 は 表 未 掲 載 の 国 を 含 ん で 計 算 さ れ て い る 。  

 OECD 平均の推移を見る限り、1980 年から 2012 年にかけて消費

課税の規模は増加しているのがわかる。2012 年の OECD 平均では、

所得税収の GDP 比は 11.37%、消費課税の税収は 10.93%となって

おり、ほぼ同水準である。付加価値税のような消費課税は、現代

国家の基幹税となっているのがわかる。最も消費税収の規模が大

きい国はデンマークであり、消費課税の税収の GDP 比は 15.24%

である。次いで、フィンランド、ニュージーランド、スウェーデ

ンといった国では、消費税収が大きい。デンマークやスウェーデ

ンは所得課税と消費課税双方の税収規模が大きいのである。ほぼ

軽減税率のない標準税率 25%の付加価値税を備えるデンマークの

税収が大きい。他の消費課税も含んでいるので単純比較はできな

いが、標準税率 15%の付加価値税を持つニュージーランドの消費

課税の税収が、標準税率 25%の付加価値税を持つスウェーデンの

消費課税の税収を上回っている。背景の一つには、ニュージーラ

ンドの付加価値税には軽減税率がほぼないこと、スウェーデンの

付加価値税には複数の軽減税率が存在していることがある。  

 オーストラリア、カナダ、日本、スイス、アメリカの消費課税

の税収規模は OECD 平均を下回っている。税率 5%時のデータであ

るが、日本の消費税収は 2012 年で 5.28%と低水準である。 8％と

単位：%
1980年 1990年 2000年 2005年 2012年 1980→2012 1990→2012 2000→2012

オーストラリア 8.16 7.81 8.74 8.36 7.67 -0.48 -0.14 -1.06
オーストリア 12.19 12.41 12.07 11.75 11.75 -0.43 -0.66 -0.31
ベルギー 10.95 10.75 10.92 10.82 11.05 0.10 0.29 0.12
カナダ 9.93 9.13 8.45 8.14 7.47 -2.46 -1.65 -0.98
デンマーク 15.75 15.07 15.52 15.93 15.24 -0.51 0.17 -0.27
フィンランド 12.48 13.97 13.28 13.25 14.11 1.63 0.14 0.83
フランス 11.99 11.64 11.15 10.89 10.84 -1.15 -0.81 -0.31
ドイツ 9.88 9.30 10.17 9.85 10.35 0.48 1.05 0.18
日本 4.04 3.91 5.13 5.30 5.28 1.24 1.37 0.15
オランダ 10.17 10.62 10.77 11.49 10.72 0.55 0.09 -0.06
ニュージーランド 6.61 12.14 11.29 11.55 12.40 5.79 0.26 1.11
ノルウェー 14.82 14.30 13.31 11.82 10.94 -3.88 -3.37 -2.37
スウェーデン 10.50 12.35 12.13 12.15 12.31 1.80 -0.04 0.17
スイス 5.37 4.90 6.18 6.14 6.17 0.80 1.27 -0.01
イギリス 9.75 10.20 11.05 10.22 10.88 1.13 0.68 -0.17
アメリカ 4.50 4.57 4.55 4.59 4.41 -0.10 -0.17 -0.15
OECD平均 9.51 10.17 11.01 10.99 10.93 1.42 0.76 -0.08
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10％ 22への消費税の増税分を反映すると、日本の消費課税の税収

は急増するだろう。  

 以上のよう福祉国家の財源調達の重要性を指摘したのが、Kato

（ 2003）である。この研究は、従来の福祉国家論が累進税と福祉

国家のあり方を対応させていることを批判し、逆進的な租税が果

たす役割を指摘している。  

 高 所 得 層 か ら 低 所 得 層 へ の 垂 直 的 再 分 配 の 代 表 例 が 累 進 所 得

税である。福祉国家の形成過程で労働者の利益が政策に反映して

きたことを指摘する研究潮流において、「労働と資本の妥協」の

産 物 と し て の 累 進 所 得 税 へ の 役 割 に 目 が 向 け ら れ て き た （ 加

藤 ,2005,p.28）。  

 広い課税ベースを持つ付加価値税の特徴は、低所得層ほど所得

に占める税負担額が大きくなる「負担の逆進性」と、財源調達力

である。政府支出拡大期に付加価値税を導入した国は、公共支出

を 維 持 あ る い は 増 大 す る こ と に 成 功 し た と 指 摘 さ れ て い る （ 加

藤 ,2005）。  

 Prasad & Deng (2009)は、 Luxembourg Income Study（ LIS）の

データを用いて、アメリカとヨーロッパ諸国の租税構造の累進度

の比較分析をした。その結果、福祉国家の類型と租税構造の累進

性との間に一定の関係が観察できることを指摘している。つまり、

社 会 保 障 支 出 の 潤 沢 な 国 の 租 税 構 造 は 思 っ た ほ ど 累 進 的 で は な

いのである。多くの研究は、税収規模の大きな国は、累進所得税

のみならず、逆進的課税からも巨額の財源を調達していることを

確認している（ Kato,2003; Wilensky,2002）。  

 なぜ、このような結論が得られたのだろうか。おおむね指摘さ

れるのは次の点である。大きな社会保障支出を賄うだけの財源調

達 力 を 国 家 が 手 に す る に は 累 進 所 得 税 の み で は 不 十 分 だ か ら で

ある。例えば、スウェーデンにおいて大多数の納税者は平均 30％

の地方比例所得税を負担している。加えて、社会保険料や付加価

値税からも税収を調達している。  

 しかし、付加価値税の導入が国家の規模を拡大させるとは限ら

ない。90 年代の日本の増減税一体処理政策のように、付加価値税

の 増 税 と セ ッ ト で 所 得 税 な ど の 減 税 が 実 施 さ れ る こ と が あ る か

らである。  

2 2
予 定 通 り 、日 本 に お い て 消 費 税 の 1 0 %へ の 増 税 が 実 現 し た 場 合 を 指 し て

い る 。
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図  18 所得課税・資産課税と社会保険料負担と消費課税の比率

の推移  

出 典 ： OECD.stat よ り 作 成  

 Brady & Lee(2014)は所得課税と資産課税の合計値が社会保険

料負担と消費課税の合計値に占める割合（以下、所得・資産課税

割合）が高まれば、政府に対する不満が高まり政府支出削減が促

進されると予測した。しかし、 Brady & Lee(2014)は、所得・資

産課税割合と一般政府支出の削減との間に、相関関係を確認でき

なかったという分析結果を報告している 23。  

 ただし、この論点を考察する必要性を研究者に直面させたのが、

高度成長が終わる 70 年代前後に、英米や北欧諸国で発生した大

規模な租税反乱である。デンマークでは、反税政党が国政で大躍

進を成し遂げた。このような背景の下、様々な研究がなされている。 

2 3
 Brady & Lee(2014)の 定 式 化 と デ ー タ で は 、 両 変 数 の 関 係 を 確 認 で き な

か っ た か ら と い っ て 、 両 変 数 に ま っ た く 関 係 が 無 い と は い え な い 。  
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 上記のように、租税構造によって、人々の税に対する不満を説

明しているのが Wilensky(2002)である 24。福祉国家は財源と支出

規模を拡大していく。その際、租税構造を所得税と資産課税に過

度に依存するようになるとき、人びとから税への不満が発生する。

なぜならば、所得税と資産課税は人びとに負担を可視化させるか

らである（ Wilensky ,2002,p.241)。   

 図 18 は各国の所得・資産課税割合の推移を示したものである。

興味深いことに、1970 年代に反税運動が発生したデンマークでは、

確かに所得・資産課税割合が高かったことが分かる。しかし、現

在 で は 世 界 有 数 の 個 人 所 得 税 依 存 の 財 政 構 造 を 有 し て い る の が

デンマークである。表 9 を見ると、2012 年のデンマークの個人所

得税収の対ＧＤＰ比は約 29％である。デンマークの租税反乱を説

明する試みは無数にある。直接税の主たる負担者である勤労労働

者の受益感に注目する見解や、源泉徴収制度導入を端緒とする税

制の合理化に注目する研究がある（ Martin,2008）。また、税の負

担感については、予算編成のあり方と人々の受益感の関係に注目

した研究も存在する（井手 ,2012）。いずれにせよ、租税負担の規

模のみからでは、人びとの租税への反応を考察することはできな

いのである。  

 現代国家は、所得税、付加価値税、社会保険料によって多くの

財源を調達している。付加価値税への役割が注目されているが、

財源調達手段としての所得税が、その重要性を失っているわけで

はない。総税収の高い国は、納税者の負担を平均的に高めている

のは間違いない。表 12 は 2012 年の各国の所得税（国税・地方

税）・社会保険料負担が、各賃金水準に占める割合を示している。

例えば、平均賃金の 67％水準の所得階層における所得税負担（括

弧内は社会保険料負担）は、デンマーク 33.4%（ 4.1%）、ドイツ

14.2%（ 20.7%）、日本 6.0%（ 13.7%）、スウェーデン 15.1%（ 7%）、

イギリス 13.2%（ 8.2%）、アメリカ 14.0%（ 5.7%）である 25。   

2 4  Wi l e n s k y は 7 0 年 代 に 同 様 の 議 論 を 行 っ て い る が 、 こ こ で は 最 新 の 論 考
を 参 照 し た 。

2 5
社 会 保 険 料 の 被 用 者 負 担 分 は 、勤 労 所 得 に 課 税 さ れ る 一 種 の 比 例 所 得 税

と 見 な せ る 。
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表  12 所得税と社会保険料負担の国際比較（ 2012 年）  

出 典 ： OECD (2013a) 
注 ： 表 は 平 均 税 率 を 示 し て い る 。 社 会 保 険 料 負 担 は 被 用 者 負 担 。  

 第 1 に指摘できるのは、おおむね、社会保険料負担は逆進的で

あるということである。デンマークでは確かに社会保険料負担は

小さいが、全所得階層における税負担は大きい。また、社会保険

料を含めても、日本の税負担は低い部類に入るのもわかる。スウ

ェーデンの国税所得税がマイナスになっているのは、勤労所得税

額控除に代表される減税を反映しているからである。いずれにせ

よ、所得税、社会保険料負担に関係なく、税負担の規模が大きい

国は、全階層の負担が大きくなっている。  

 表 12 にて、注目すべき点は、デンマークとスウェーデンの地

方所得税負担の大きさである。租税によって政府規模を拡充して

きた両国において、重要な役割を果たしているのが地方税である。

しかし、福祉国家論において、地方財政に注目が集まることはあ

まりなかった。その原因として、福祉国家研究において現金給付

への注目があったといえる (Jensen & Lolle,2013)。つまり、年

金給付、失業給付などの寛容度などが注目されてきた。公的年金

制度などを念頭に置く限り、地方政府が検討の対象に入ることは

平均賃金の67% 平均賃金の100% 平均賃金の133% 平均賃金の167%
国税所得税 16.2% 17.0% 20.0% 22.5%
地方所得税 17.2% 19.2% 20.3% 20.9%
所得税（合計） 33.4% 36.2% 40.3% 43.4%
社会保険料負担 4.1% 2.7% 2.0% 1.6%
国税所得税 14.2% 19.2% 23.9% 27.8%
地方所得税 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
所得税（合計） 14.2% 19.2% 23.9% 27.8%
社会保険料負担 20.7% 20.7% 18.5% 16.0%
国税所得税 1.9% 2.7% 3.7% 6.1%
地方所得税 4.1% 4.8% 5.3% 5.8%
所得税（合計） 6.0% 7.5% 9.0% 11.8%
社会保険料負担 13.7% 13.7% 13.7% 13.1%
国税所得税 -13.8% -12.7% -6.2% -0.5%
地方所得税 28.9% 30.5% 30.8% 31.0%
所得税（合計） 15.1% 17.9% 24.6% 30.4%
社会保険料負担 7.0% 7.0% 6.0% 4.8%
国税所得税 13.2% 15.5% 18.9% 23.1%
地方所得税 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
所得税（合計） 13.2% 15.5% 18.9% 23.1%
社会保険料負担 8.2% 9.5% 9.0% 7.6%
国税所得税 7.8% 10.8% 14.3% 16.5%
地方所得税 6.1% 6.3% 6.4% 6.5%
所得税（合計） 14.0% 17.1% 20.7% 22.9%
社会保険料負担 5.7% 5.7% 5.7% 5.7%

各賃金水準に占める負担の割合

デンマーク

ドイツ

日本

スウェーデン

イギリス

アメリカ
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あまりなかった。しかし、現代国家において地方財政が果たす役

割は大きい。本報告書では、格差や貧困に対処するための社会保

障制度を考える上で、地方政府の果たす役割を重視する。  



3. 現代国家と政府間関係

3-1.社会保障制度と地方財政

これまで確認してきた通り、各国が直面している格差や貧困問

題に対しては、現金給付のみならず現物給付の役割も重要である。

では、現物給付支出を増加させている国の特徴とは何か。現物給

付 の 決 定 要 因 を 分 析 し て い る の が 、

Jensen(2011a)は、現物給付の分析をする際に、

支出の政策分野別分類の内、「保健医療」、「高齢・現物給付」「家

族・現物給付」に注目し、「高齢・現物給付」と「家族・現物給

付」の合計額に注目している

指標の各国の違いを確認しておこう。

図  19 公的社会支出における保健

推移  

出 所 ： OECD.stat 

 図 19 は保健医療への支出額の推移を示している。公的社会支

出の総額と異なり、保健医療費の各国間の差は比較的小さいこと

を読み取ることができる。
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と政府間関係

地方財政

これまで確認してきた通り、各国が直面している格差や貧困問

題に対しては、現金給付のみならず現物給付の役割も重要である。

では、現物給付支出を増加させている国の特徴とは何か。現物給

付 の 決 定 要 因 を 分 析 し て い る の が 、 Jensen(2011a) で あ る 。

は、現物給付の分析をする際に、 OECD の公的社会

支出の政策分野別分類の内、「保健医療」、「高齢・現物給付」「家

給付」に注目し、「高齢・現物給付」と「家族・現物給

付」の合計額に注目している。便宜的に同様の区別を採用し、両

指標の各国の違いを確認しておこう。

公的社会支出における保健 医療への支出額（対

は保健医療への支出額の推移を示している。公的社会支

出の総額と異なり、保健医療費の各国間の差は比較的小さいこと

を読み取ることができる。

これまで確認してきた通り、各国が直面している格差や貧困問

題に対しては、現金給付のみならず現物給付の役割も重要である。

では、現物給付支出を増加させている国の特徴とは何か。現物給

で あ る 。

の公的社会

支出の政策分野別分類の内、「保健医療」、「高齢・現物給付」「家

給付」に注目し、「高齢・現物給付」と「家族・現物給

。便宜的に同様の区別を採用し、両

GDP）の

は保健医療への支出額の推移を示している。公的社会支

出の総額と異なり、保健医療費の各国間の差は比較的小さいこと



図  20 高齢・現物給付と家族・現物給付への支出額の推移（対

出 所 ： OECD.stat 
注 ： Jensen(2011a)に 従 い 、
齢 分 野 の 現 物 給 付 の 合 計 額 の 指 標 を 採 用 し て い る 。

図  21 公的介護支出の国際比較（対

出 典 ： OECD(2013d=2014),
注 1:OECD 平 均 （ 11） は 、 保 健 医 療 と 社 会 福 祉 の 介 護 を 報 告 し て い る
国 の 平 均 。  
注 2： 日 本 の デ ー タ は 2010

 図 20 は高齢・現物給付と家族現物給付の合計額の推移を示し

ている。保健医療と異なり、各国の差を見出すことができる。公

的社会支出の総額や給付の寛容度の指標では、フランスの数値が
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高齢・現物給付と家族・現物給付への支出額の推移（対

に 従 い 、 OECD.SOCX の 分 類 の 内 、 家 族 分 野 の 現 物 給 付 高
齢 分 野 の 現 物 給 付 の 合 計 額 の 指 標 を 採 用 し て い る 。

公的介護支出の国際比較（対 GDP 比、2011 年あるいは直近年）

p.183,図 8.9.1。  
） は 、 保 健 医 療 と 社 会 福 祉 の 介 護 を 報 告 し て い る

2010 年 、 イ ス ラ エ ル の デ ー タ は 2009 年 。

は高齢・現物給付と家族現物給付の合計額の推移を示し

ている。保健医療と異なり、各国の差を見出すことができる。公

的社会支出の総額や給付の寛容度の指標では、フランスの数値が

高齢・現物給付と家族・現物給付への支出額の推移（対 GDP 比） 

の 分 類 の 内 、 家 族 分 野 の 現 物 給 付 高

年あるいは直近年）

） は 、 保 健 医 療 と 社 会 福 祉 の 介 護 を 報 告 し て い る 11 ヵ

は高齢・現物給付と家族現物給付の合計額の推移を示し

ている。保健医療と異なり、各国の差を見出すことができる。公

的社会支出の総額や給付の寛容度の指標では、フランスの数値が
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圧倒的に高かった。しかし、この指標では、デンマークとスウェ

ーデンが他国の 2 倍ほどの数値を示している。また、公的社会支

出の総額と給付の寛容度の指標とは異なり、高齢・家族現物給付

の 公 的 支 出 の 日 本 の 数 値 は ド イ ツ や フ ラ ン ス の 数 値 と ほ ぼ 同 水

準である。この原因として 1 つ指摘できるのが、介護の支出規模

である。図 21 は公的介護支出の国際比較（対 GDP 比、 2011 年あ

るいは直近年）を示している。日本の介護支出の規模は比較的大

きいグループに分類されることを確認できる。  

 以上のような、現物給付の各国間の差を説明する 1 つ目の要因

が、政治的要因である 26。社会民主主義的な福祉国家では、福祉

サービスの拡充を通じたジェンダーや階層間の平等が追求され、

保守主義的福祉国家では現金給付の拡充が重視され、自由主義的

な 福 祉 国 家 で は 現 金 給 付 の 拡 充 も 福 祉 サ ー ビ ス の 拡 充 も 追 求 さ

れない。このように、政治的要因にて、各国間の現物給付の差を

説明する視座があり得る（ Jensen,2011a）。第 2 の要因が制度的

要因である。制度の受益者はその制度の維持を求める。そのため、

制度を媒介にした利害の構造が重要になる。特に、現金給付より

も現物給付のほうが、制度的な要因が重要になる可能性がある。

なぜならば、医療、教育、介護、保育などサービス生産に携わる

アクターが政策論議に果たす役割が大きいからである（ Jensen, 

2011a）。とりわけ、福祉国家の縮減期において、制度によって形

成される利害構造は極めて重要である。  

 既に指摘しているように、社会的リスクの変化に応じて、人々

が必要とする社会保障制度も変化する。社会的リスクの変化を促

す要因として、脱工業化が指摘されている。産業構造の変化に応

じて、物的資本の蓄積よりも人的資本を高める積極的労働市場政

策や、保育政策が経済成長にとって重要になってくる。そのため、

脱 工 業 化 の 指 標 が 各 国 に お け る 現 物 給 付 増 加 を 説 明 す る と 考 え

られる（ Jensen,2011a)。  

 現物給付の拡充において、社会における女性の役割に注目する

議論も存在する。すなわち、女性が労働市場にて就労できるため

には、育児や家族の介護負担を軽減する必要がある。そのため、

女性の労働力率の高まりが、現物給付の拡充を促すという指摘が

2 6
以 下 の 、現 物 給 付 を 説 明 す る 諸 理 論 の 整 理 に つ い て は 、 J e n s e n ( 2 0 11 a )に

依 拠 し て い る 。
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なされている 27。  

 グローバリゼーション 28の拡大と現物給付の関係も検討されて

いる。グローバリゼーションと福祉国家の関係を問う議論は、以

前から存在している。グローバリゼーションの進展によって、政

府は支出削減のような改革に着手するかもしれない。逆に、グロ

ー バ リ ゼ ー シ ョ ン に よ っ て 社 会 保 障 支 出 が 増 加 す る こ と を 指 摘

する議論も存在する。  

 仮に、グローバリゼーションの進展によって、人びとが国際競

争 に 晒 さ れ る と し よ う 。 こ の 時 、 そ の よ う な リ ス ク に 晒 さ れ る

人々が、社会的保護の拡充を求めるようになれば、支出の拡充な

いし維持が実現する可能性がある。この議論は、現金給付と現物

給付の双方に適用できる（ Jensen,2011a,p.128;Rodrik,1998）。  

 以上の整理を前提に、1980-2001 年までの OECD のパネルデータ

を用いて、 Jensen(2011a)は、政治的要因（全議席に占める左派

政党の議席の割合）は福祉の拡充期において役割を果たしてきた

が、現物給付の変化を説明することができないことを報告してい

る。むしろ、脱工業化の指標と女性労働力率が現物給付支出の変

化 を 説 明 す る 要 因 と し て 重 要 で あ る と 、 結 論 し て い る （ Jensen 

2011a）。  

 この指摘と関連 するのが Bonoli(2007)である。 Bonoli(2007)

は、脱工業化のタイミングと「新しい社会的リスク向け支出」の

関係を問うている。Bonoli(2007)の議論は次のように整理できる。

第三次産業の就業者人口、女性の労働力参加といった人々のニー

ズの変化に、政府は対応しようとする。この時、年金のような伝

統的社会リスク向けの支出が成熟していない国では、新しい社会

的リスク向けの支出を拡充することができる。しかし、脱工業化

が進展する前に、年金などの支出が成熟した国では、新たな分野

に財源を投入する余裕がなかった。そのような国では、家族関係

の支出や介護、積極的労働市場政策などへの支出額は増大しない。

Bonoli（ 2007）は、北欧諸国は経済のサービス化や女性の就労な

どへのニーズが高まり、早期にこのような分野に財源を投入でき

たが故に、保育などの支出を拡大できたと指摘する。  

2 7
以 上 の 議 論 を そ の ま ま 適 用 で き な い の が 、 医 療 保 健 で あ る （ J e n s e n  

2 0 11 a）。 現 物 給 付 の 中 で も 、 医 療 保 健 に は そ れ 特 有 の 要 因 が あ る 。
2 8

様 々 な グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン の 指 標 が 提 案 さ れ て い る 。主 に 、用 い ら れ

て い る の は 貿 易 の 開 放 度 の 指 標 で あ る 。
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 しかし、 Bonoli(2007)の議論について、稗田（ 2010）は、「北

欧 で は 福 祉 国 家 が 公 的 社 会 サ ー ビ ス に 女 性 を 大 量 に 雇 い 入 れ る

こ と を 通 じ て 女 性 の 労 働 力 率 の よ う な 指 標 で 表 さ れ る 脱 工 業 化

が進展したのであって、その逆ではない」と指摘している（稗田 , 

2010,p.112）。  

 前田（ 2014）は、「欧米諸国において、公共部門における雇用

は 福 祉 国 家 の 重 要 な 構 成 要 素 」 で あ る こ と を 指 摘 し て い る （ 前

田 ,2014,p.223）。そして、脱工業化の指標では公務員規模を説明

できないことを計量分析によって確認している。つまり、「脱工

業 化 に 伴 う 社 会 変 動 に よ っ て 福 祉 国 家 の 拡 大 を 求 め る 市 民 の 声

が強まったとしても、政府は公共部門における雇用の拡大によっ

てそれに対応するとは限らない」のである（前田 ,2014,p.230）。 

 以上の議論に付け加えることのできる視点が、政府間関係論で

ある。政府間関係と福祉国家の関係について、包括的な議論を提

示したのが、 Sellers & Lidstr m(2007)である。「分権、地方政

府、福祉国家」と題された論文において、 Sellers & Lidstr m

(2007)は 普 遍 主 義 的 社 会 民 主 主 義 的 な 福 祉 国 家 の 形 成 に 先 立 っ

て、ある種の政府間関係が存在していたことを主張する。すなわ

ち、地方政府と中央政府の関係が、福祉国家のあり方を規定する

という議論を彼らは展開しているのである。  

 彼らの議論は、次のように整理できる。まず、多様な人々の利

害を踏まえた上で、教育、医療などのような公共サービスを実施

するために、地方政府には一定の能力が必要になる。福祉国家は

財源調達に成功しなければならない。そのため、政府は広範囲の

人々から、負担増などへの合意を調達しなければならない。その

ため、「市民社会から多くの支持を動員できる地方政府」は中央

政 府 の 政 策 決 定 者 に と っ て 重 要 に な る (Sellers & 

Lidstr m,2007,pp.610-611)。ただし、地方政府の 権 限の拡大に

応 じ て 、 上 位 政 府 か ら の 監 督 が 生 じ 得 る 。 Sellers & Lidstr m 

(2007)は、「地方政府の能力」と「上位政府からの監督の程度」

という指標を用いて、各国の政府間関係を分類している 29。  

 地方政府の能力とは「地方自治に関する憲法的保障」、「地方政

府の全体、あるいは団体としての代表性」、「公務員全体に占める

地方政府が雇用する割合」、「公的支出に占める地方支出の割合」、

2 9
訳 語 は 、北 山（ 2 0 11 , p . 1 8）に 従 っ て い る 。以 下 、S e l l e r s  &  L i d s t r ö m ( 2 0 0 7 )

の 用 語 は 、 北 山 （ 2 0 11） に 従 っ て い る 。
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「全税収にしめる地方税の割合」によって、測定される（ Sellers 

& Lidstr m,2007; 北山 ,2011,p.21）。  

 「上位政府からの監督」とは、「地方レベルにおける、上位政

府の監督役職の存在」、「上位政府から任命される地方政府の首長

の存在」、「上位政府による地方政府の形態の決定」、「上位政府に

よる地方公務員制度の設計」、「地方政府の全収入に占める補助金

割合」、「地方税の自律性」、「地方債に対する統制の程度」によっ

て測定される（ Sellers & Lidstr m 2007; 北山 ,2011,pp.21-22）。  

 以上の 2 軸によって、 Sellers & Lidstr m(2007)は一国の地方

政府の位置づけを分類している。まず、「上位政府からの監督」

が強すぎれば、地方政府の能力は制限を受ける。むしろ、「上位

政府からの監督」が強すぎない政府間関係は、地方政府に政策を

実施する能力を付与する。逆に、上位政府からの監督も弱く、地

方政府の能力も弱ければ、地方政府は市民社会に依存するように

なる。地方政府は中央政府ではなく、市民社会や企業との関係を

深めていくだろう（ Sellers & Lidstr m,2007,p.612）。以上の関

係を整理しているのが、表 13 である。  

表  13 

出 典 ： Sellers & Lidstr m (2007),p.611,table1 
注 ： 訳 語 は 北 山 (2011),p.20 に 依 拠 し て い る 。  

 以上の主張は現代国家の実態と整合性がある。日本に限らず、

社会保障制度の多くは地方政府が担当している。地方政府が実施

する社会福祉サービスは、国庫補助金や規制などを通じて中央政

府からの影響をある程度受けると考えられる。また、人々が実際

に接する公的部門とは、中央政府の機関ではなく、地方自治体だ

ろう。人々が地方自治体と中央政府を区別しているかはともかく、

日頃接する公的部門との経験をもとに、人々は公的部門を評価す

るだろう。  

 Sellers & Lidstr m (2007)は、これらの政府間関係の類型と

福祉国家のあり方に一定の関係があることを指摘する。たとえば、

低 高
高 国家独占 なし
中 国家に依存・従属する地方政府 国有化された地方政府
低 社会に依存・従属する地方政府 自律的地方政府

上位政府からの監督

地方政府の能力



キリスト教民主主義的な福祉国家は、強い上位政府からの監督に

よって特徴づけられ、アメリカのような公的支出の少ない自由主

義的国家は、地方政府の能力が弱い類型として位置づけられてい

る。北欧諸国や日本は、

府の能力が強い国に分類されている。

は、社会民主主義的な普遍的な福祉国家の形成によって、政府間

関係が構築されてきたと考えるのではなく、一定の政府間関係を

前提に、各国の福祉国家が形成されてきたと主張する。

を供給する地方政府を評価するためには、「上位政府からの監督」

と「地方政府の能力」のバランスに留意する必要がある。

現代の福祉国家にとって、地方政府の役割は重要になってきて

いるのである。次に、地方政府の能力

おきたい。  

図  22 一般政府に占める地方政府歳出と歳入の割合（

出 典 ： OECD (2013c=2014)
注 ： チ リ の デ ー タ は 利 用 可 能 で は な い 。 オ ー ス ト ラ リ ア 、 日 本 及 び ト ル コ
を 除 い て 、 政 府 間 の 移 転 を 含 ま な い 。 カ ナ ダ 及 び ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の デ ー
タ は 、 2011 年 で は な く 2010

 図 22 は一般政府に占める地方政府歳出と歳入の割合の関係を

示したものである。地方政府の歳出の割合が拡大している国は、

それに見合った歳入割合を確保している傾向を看取できる。中央
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政府の予算の内、その大半は、一般公共サービス、年金や失業保

険、防衛などへの支出である。州政府や地方政府は様々な公共サ

ービスを供給しており、それが予算に歳出・歳入割合に反映して

いる。ただし、地方政府の課税自主権に範囲については、各国の

多様性がある（ OECD ,2013c=2014,p.80）。  

図  23 各国の地方税収の対 GDP 比の推移  

出 典 ： OECD Fiscal decentralization database よ り 作 成  

注 ： 地 方 税 収 に は 、 州 政 府 の 税 収 も 含 ん で い る 。  

 図 23 は、各国の地方税収の対 GDP 比の推移を示している。ま

ず 、 カ ナ ダ や ス ウ ェ ー デ ン は 地 方 税 収 を 増 加 さ せ て き て い る 。

1973 年段階で、スウェーデンの地方税収の対 GDP 比は 10.8%、2013

年には、15.9%にまで増加している。日本は 1973 年、5.4%、2013

年、7.3%とその規模をゆっくりと拡大させている。デンマークは

2007 年に急激に地方税収が低下している 30。ただし、2007 年以降、

地方税収は中長期的に増加している。  

 地方政府の財源調達能力の指標として、地方税収の対 GDP 比は

最善のものではないと指摘されている。地方税収の内、実際に地

方 政 府 が 自 律 的 に 税 率 や 課 税 ベ ー ス を 変 更 で き る 部 分 の み を 指

30   2 0 0 7 年から、デンマークでは広域自治体と基礎自治体の再編が実施さ
れているため、その影響が考えられる。
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標に反映させるべきだろう。OECD は、地方政府の自律的な課税能

力を計測し、公 開 している。 OECD の Fiscal Decentralization 

Database にて公開されているのが、地方政府の課税権の分類であ

る。このデータは、地方政府が地方税の税率決定権をどれだけ有

しているのか、あるいは地方政府が課税標準を決定できる権限を

有しているのかどうかを示している。  

表  14 地方政府の課税自主権（ 2011 年）  

出 典 ： OECD Fiscal Decentralization Database 
注 ： 訳 語 は 片 山 （ 2013） に 従 っ て い る 。  

 表 14 は、各国の課税自主権を示している。アメリカやスイス

のような連邦制を採用している国では、課税自主権の高さを反映

して、地方税収の大半が「税率と課税標準」に裁量があると評価

されている。日本をみると、税率については一定の課税自主権が

あると分類されている。ただし、片山 (2013)でも指摘されている

が、日本の地方税は、「税率に裁量」があると評価されているが、

いくつかの例外を除けば、住民税の増税はほぼ行われていない点

に留意する必要がある。  

 以上の問題点もあるが、課税力の指標は地方政府の財源調達力

を測る上で参考になる。「地方政府の課税力」は次のように定式

地方の税収 地方税収に占める比率（%)

税率に裁量
課税標準
に裁量

共有税（税収配分）

中央政府
が税率と
課税標準
を決定

その他 合計

完全 一部制限 完全 一部制限
地方が決
定

地方が協
議

中央が
数年度決
定

中央が
毎年度決
定

(a1) (a2) (b1) (b2) (c) (d1) (d2) (d3) (d4) (e) (f)
オーストラリア 18.7
州政府 15.3 100.0 - - - - - - - - - - 100.0
地方自治体 3.4 100.0 - - - - - - - - - - 100.0

デンマーク 26.7
地方自治体 26.7 - - 87.1 11.0 - - - 1.9 - - - 100.0

フランス 13.1
地方自治体 13.1 44.9 - 14.7 3.3 0.3 0.1 - - 14.7 20.2 1.9 100.0

ドイツ 29.3
州政府 21.3 - - 3.1 - - - 93.6 - - - 3.3 100.0
地方自治体 8.0 - - 15.1 43.3 - - 40.5 - - - 1.1 100.0

日本 25.2
地方自治体 25.2 - 0.1 60.4 24.4 - - - - - 15.2 - 100.0

スペイン 32.7
自治州 23.1 57.3 - - 2.8 - - 39.7 - - 0.1 0.0 100.0
地方自治体 9.6 28.8 - - 52.4 - - 17.9 - - 0.9 0.0 100.0

スウェーデン 35.7
地方自治体 35.7 - - 97.4 - - - - - - 2.6 - 100.0

スイス 39.4
州政府 24.2 100.0 - - - - - - - - - - 100.0
地方自治体 15.2 1.5 - - 98.5 - - - - - - - 100.0

イギリス 4.8
地方自治体 4.8 - - - 100.0 - - - - - - - 100.0

アメリカ 36.8
州政府 20.9 100.0 - - - - - - - - - - 100.0
地方自治体 15.9 - - - - - - - - - - 100.0 100.0

総税収構成比

税率と課税標準に裁
量
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化されている。すなわち、地方税の対 GDP 比に「地方に裁量権が

ある税目の税収比率の合計」を乗じた値が地方政府の課税力であ

る（片山 ,2013,p.47）。図 24 は、実際に各国の地方政府の課税力

を計算し、示したものである。地方税収の規模を考慮に入れると、

ス ウ ェ ー デ ン や デ ン マ ー ク と い っ た 北 欧 諸 国 の 課 税 力 が 高 い の

がわかる。また、カナダやスイスといった連邦制の国の課税力も

高い。地方税収の規模を反映してか、日本の課税力はそれほど高

くないのが分かる。他の単一制国家の課税力を踏まえると、日本

の課税力向上の余地はあると考えられる。  

図  24 各国における地方政府の課税力の推移  

出 典 ： OECD Fiscal Decentralization Database よ り 作 成 。  

3-2.地方分権の効果について  

 Sepulveda & Martinez-Vazquez(2011)は、地方分権の指標と貧

困や所得分布との関係を整理検討している。Sepulveda & Martinez

-Vazquez(2011)によれば、「人口移動や資源の移動」、「公共支出の

構成」の変化、「租税と支出の負担」の変化、「公共部門の雇用」

を通じて、地方分権の程度は貧困率や所得分布に直接影響を与え

る。地方分権のあり方によっては、貧困率や格差が悪化する場合

もあるし、貧困や格差の問題が改善に向かう場合も考えられる。

この論文では、地方分権の指標（地方政府の支出が一般政府支出
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に占め割合）と貧困率とジニ係数の関係が考察されている 31。ま

ず、地方分権の指標と貧困率との間には正の相関関係があること

が報告されている。しかし、政府規模を考慮に入れると、議論が

少し複雑になる。具体的には、地方分権の指標と政府規模（対 G

DP 比）の交差項とジニ係数の関係が分析されている。分析の結果、

政府規模が十分に大きければ、地方分権はジニ係数の引き下げに

寄与するという分析結果が示されている。つまり、地方政府の権

限が強化されたとしても、一定の政府の規模がなければ格差削減

が実現されない可能性がある。しかし、地方分権の指標と貧困と

格差の関係について、様々な分析結果が報告されている（ Martin

ez-Vazquez, Lago-Pe as, & Sacchi,2015）。  

 これまでの本稿で触れてきた各種の論点と、政府間関係は重要

な関係を持っている。その一つが、地方分権と信頼の問題である。 

 地 方 分 権 の 指 標 と 政 府 や 制 度 へ の 信 頼 の 関 係 を 分 析 し て い る

研究が、 Ligthart & Oudheusden (2015)である。この論文では、

財政的分権化が、政府と関連する制度への信頼と正の相関関係が

あるという仮説を提示し、それを検証している。具体的には、「中

央政府への信頼」、「行政への信頼」、「議会への信頼」、「政党への

信頼」と地方分権の指標の関係について、分析をしている 32。  

 ここで想定されているのは、地方分権によって、地方政府は住

民の選好により応答できるようになるというものである。また、

地方政府が実験的な政策を行うことで、より効率的な政策が実施

される可能性がある。そのような政策の結果、人々の政府や制度

への信頼が高まる可能性がある。分析の結果、以上の仮説が確認

されたことを Ligthart & Oudheusden (2015)は報告している。  

 同様に、地方分権の進展が人びとの政治参加に与える影響を分

析した研究が de Mello(2011)である。ここで検証されている仮説

は次の通りである。政治的発言権を重視する人は、地域の政治に

参加するようになる。地域の政治に参加する人は、他者をより信

頼するようになる傾向にある。地方分権によって市民が政治に対

3 1  5 6 ヵ国、 1 9 7 6～ 2 0 0 0 年のパネルデータの計量分析が行われている。た
だし、固定効果モデルの場合、地方分権の指標と貧困率の相関関係は消失
している。

3 2
信頼に関するデータは Wo r l d  Va l u e s  S u r v e y ( W V S )であり、地方分権の指

標は地方政府（州政府含む）の支出が一般政府支出に占める割合である。
地方政府の支出は I M F の G o v e r n m e n t  F i n a n c e  S t a t i s t i c s ( G F S )のデータを用
いている。論文では、他の地方分権の指標を用いて、分析結果の頑健性が
確認されている。
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する発言権を重要視するようになれば、社会的信頼も高まる可能

性がある。当然、このような経路自体が、検討の対象になり得る。

de Mello(2011)は、「一般的にいって、人はだいたいにおいて信

用できると思いますか、それとも人と付き合うには用心するにこ

したことはないと思いますか。」という質問に対して「だいたい

信用できる」という回答した人は、一般的信頼をもっていると操

作化している。また、政治への発言権を重視する態度の指標とし

て、「もし選ぶとしたら、次の中で何が最も重要だと思いますか。」

という質問に対して、「重要な政府の決定についてもっと国民に

発言権を与える」という趣旨の回答が用いられている。地方分権

の変数としては、連邦制ダミーが用いられている。そのため、連

邦制の国の住民は単一国家の住民と比較して、政治的発言権が重

要だと答える傾向にあるという分析結果を報告している。  

 さらに、この論文では、ブラジルとインドネシアのデータを分

析している。両国では、数度にわたって地方分権改革が実施され

ている点に de Mello(2011)は注目している。なぜならば、異なる

政治状況に直面している世代（コーホート）が存在するからであ

る。ブラジルとインドネシアは 1959～ 2001 年にかけて、地方分

権が進展していった。ブラジルでは 1988 年に地方政府への税源

移譲などを含む改革が行われた。インドネシアでは、2001 年に広

範囲におよぶ改革が行われた（ de Mello,2011,p.287）。ただし、

両国では政治の改革も同時進行していた。そこで、de Mello(2011)

は、アンケートの回答者を細かなコーホートに分類し、異なる改

革 の 影 響 を 受 け た と 想 定 で き る 人 び と の 政 治 へ の 意 見 を 比 較 し

ている。分析の結果、地方分権によって人びとが、政治への発言

権を重視するようになったと結論づけられている。ただし、政治

へ の 発 言 権 を 重 視 す る 態 度 が 一 般 的 信 頼 を 増 加 す る 場 合 と そ う

で は な い 場 合 が あ る 、 と い う 結 果 が 報 告 さ れ て い る （ de Mello 

2011,pp.289-294）。  

 以上の分析結果は、地方分権が進展すれば、人びとの政府への

信頼が必ず増すわけではないことを示している。地方政府の能力

が向上し、それが政策へと結実することで、人々の制度に対する

信頼が増加することは考えられる。住民や事業者が実際に公共サ

ービスを利用するとき、主に接触するのは自治体職員や地方議員

だろう。地方政治に携わる人々は、その地方団体に対する理解を

深め、政策実現（負担増など）にも協力する可能性がある。人々
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は地域の社会問題を観察し、それを踏まえて、政府サービスに一

定の評価を与えるだろう。そのような評価は場合によっては国政

にも影響を与えると考えられる。  

3-3.地方政府拡大と福祉国家  

これまで、社会保障政策における政府間関係の重要性を整理し

てきた。ここで注目したいのが、スウェーデンの事例である。伊

集（ 2006）は、スウェーデンにおける戦後の政府規模の拡大が、

主に地方政府部門の拡大で説明できることを指摘している。具体

的には、「コミューンにおける教育費、社会福祉費、ランスティ

ングにおける医療費の増加」であった（伊集 ,2006,pp.217-218）。  

 多くの国において、現物給付は地方政府が供給している傾向に

ある 33。既に、確認したとおり、地方分権のあり得る効果として、

雇用の拡大があった。本報告書で注目したいのは、公的雇用の影

響である。  

この問題は古くから指摘されている。例えば、Esping-Andersen

は著書にて、「雇用主としての福祉国家」に注意を向けている。

すなわち、1985 年の「総雇用者数に占める医療・教育・福祉分野

の雇用割合」は、デンマークが 28%、ノルウェーが 22%、スウェ

ーデンが 26%であり、他国は 10～ 17%であった。すなわち、福祉

サービスに携わる労働者を、北欧諸国では公的部門が確保してい

る。同じデータによれば、「医療・教育・福祉部門の総雇用者数

に占める公共セクターの雇用割合」はデンマーク 90%、ノルウェ

ー 92％ 、 ス ウ ェ ー デ ン 93%、 フ ラ ン ス 75%、 ド イ ツ 58%で あ る

（ Esping-Andersen,1990=2001,p.170)。  

図 25 は、労働力人口に占める女性の割合と一般政府雇用に占

める女性の割合を示している。公的部門では、女性が雇用される

割合が大きいことを確認できる。以上を背景に、女性の労働力率

の増加と雇用の好循環が指摘されてきた。すなわち、女性の労働

市場への参入を支援するには、保育・就学前教育や家族手当の拡

充などが重要になる。とりわけ、現物給付は直接雇用を生み出す。

そのため、保育、教育、介護、医療などへの労働需要が高まり、

3 3
予備的な分析であるが、古市（ 2 0 1 0）は地方政府の課税能力と対人社会

サービスの支出額の間に一定の関係があることを指摘している。
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さらに、そのような分野に女性が就労する。このように、公的部

門による雇用を通じて、現物給付の規模拡大と女性の労働力率が

増 加 す る と 先 行 研 究 で は 考 え ら れ て い た の で あ る 34（ Gornick & 

Jacobs,1998)。  

図  25 労働力人口に占める女性の割合と一般政府雇用に占める

女性の割合（ 2010 年前後）  

出 典 ： OECD(2013c=2014),p.123,図 34.1。  

ただし、公的部門による女性の雇用が、賃金面で望ましい結果

を生み出しているとは言えない。ルクセンブルク所得調査 (LIS)

の 7 ヵ国のミクロデータを用いた Gornick & Jacobs (1998)によ

れば、女性ほど公的部門で雇用される割合が大きいのが分かった

（ Gornick & Jacobs ,1998,p.698)。また、公的部門 労働者の年

収（中位値）と民間部門の労働者の年収（中位値）の比率を取る

と、どの国でも 1 を超えていた。つまり、公的部門で雇用される

人ほど賃金が高い。しかし、この比率の値は、スウェーデンでは、

女性 1.04、男性 1.05、アメリカの女性が 1.50、男性が 1.28 であ

34 この論点については、筒井（ 2015）が国際比較の視点から、詳細な分
析をしている。
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った。つまり、雇用で見た公的規模の大きな国ほど、公的部門と

民 間 部 門 の 賃 金 差 が 小 さ い の で あ る （ Gornick & Jacobs, 

1998,p.698,p.700)。考えられる説明の一つが、対人社会サービ

スの生産性の低い成長率と財政制約の存在である。大きな政府ほ

ど財政制約に直面するため、公的部門の労働者の賃金を引き下げ

る 圧 力 に 晒 さ れ や す く な る の か も し れ な い （ Gornick & 

Jacobs,1998,p.694）。しかし、分析対象者の年齢、労働時間、学

歴などを考慮に入れると、公的部門で雇用されることが賃金に与

える効果は限定的になることがわかった。つまり、そもそも公的

部門で雇用される人の学歴などを考えれば、どの国でも公的部門

の労働者の賃金が比較的高く見えてしまう可能性がある。特に、

スウェーデンでは、年齢、労働時間、学歴などを踏まえると、女

性 が 公 的 部 門 で 働 く こ と で 得 ら れ る 賃 金 上 昇 の 効 果 は 負 の 値 で

あった（ Gornick & Jacobs,1998,p.704)。つまり、スウェーデン

では、高学歴の女性が民間部門で雇用されていれば、より高い賃

金を得る可能性があるといえる。  

このように、公的部門による雇用は複雑な問題を生む。いずれ

にせよ、対人社会サービスの拡充と公務員の増大は密接に関係し

ている。スウェーデンの地方政府の規模拡大と公務員数の増大は

無関係ではない。そして、その財源は地方政府の地方所得税であ

った。  

図 26 は 1930～ 2015 年までのスウェーデンの地方税率の変化を

示したものである。1862 年の地方自治規則において、スウェーデ

ンの地方政府には税率決定権が認められていた。戦前の改革を経

て、個人所得に対する地方比例所得税が制度化された。図 26 は、

地方政府部門の規模の拡大が、地方所得税の増税によって実現さ

れてきたことがわかる。この、増税によって政府部門を拡大して

きたという経緯は重要である。増税によって政府部門の拡大とい

う経験を納税者がしてこなかったとき、増税による「負担がその

ま ま 公 共 支 出 を 通 じ て の サ ー ビ ス と し て 戻 っ て く る こ と が 期 待

できないため、国民の間に総課税負担の増大に対する懸念を生む」

からである（加藤 ,2005,p.23）。  



図  26 スウェーデンにおける地方税率の推移

出 典 ： Statistiska centralbyr n (SCB)

図  27 社会政策と負担増に対する支持

出 所 ： Svallfors (2011),p.812
注：「 税 金 が 下 記 の 項 目 に 使 わ れ る 時 、よ り 税 金 を 負 担 し た い で す か 」と い
う 質 問 に 賛 成 し た 人 の 割 合 （

 加藤（ 2005）の指摘の傍証になる研究が

る調査である。図 27 は、
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ですか」という設問に対する調査結果である。「医療・健康ケア」、

「高齢者への支援」、「普通 ･中等教育」といった政策に対する支

持が極めて高いことがわかる。図 27 のデータは、人々の基本的

なニーズを充足する普遍的な医療制度、教育制度に対する人々の

支持が高いことを示している 35。以上の背景には、負担増による

公共サービス拡充を経験してきた歴史的経験があったといえる。 

図  28 スウェーデンにおける自治体間の税率格差  

出 所 ： Skatteverket.(2015),p.121 
注 ： 横 軸 は 地 方 税 の 平 均 税 率 、 縦 軸 は 住 民 の 比 率 を 示 し て い る 。  

 課税自主権の行使と地方政府部門拡大もあり、スウェーデンで

は自治体間の税率差が存在する（図 28）。平均的な地方税率は約

30%である。ただし、 30%以下の自治体や 34%を超える地方税率を

課す自治体も存在する。このように、スウェーデンの地方比例所

得税は、地域間の税率格差を顕在化させているといえる。もちろ

ん、以上のデータのみでは、この税率差を地域間格差として批判

することはできない。そのような税率差が、許容できない公共サ

ービスの格差を誘発しているのであれば、税率差の是正が正当化

されるかもしれない。  

 戦前から、税率差に関する議論が存在していた。そして、1966

年 に ス ウ ェ ー デ ン に 導 入 さ れ た 財 政 調 整 制 度 が 税 平 衡 交 付 金 制

度である。この制度は、基本的に課税力を調整するしくみであっ

3 5
図は 2 0 1 0 年のデータであるが、調査結果では、 1 9 9 7 年、 2 0 0 2 年、 2 0 1 0

年の数値も掲載されている。基本的に、同様の傾向を確認できる。
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た。その後の制度改正で地方政府の需要を交付金の算定に加味す

るようになっていた。その背景には、税率差を巡る議論が存在し

ていた（古市 ,2012）。現在の制度は、自治体の課税力（住民 1 人

当たりの課税標準）を平準化する仕組み、自治体の構造的費用を

平準化する仕組みで主に構成されている。前者は、ある一定の課

税力を自治体に保障する制度であり、基本的に中央政府の負担で

ある。ただし、保障課税力を超える豊かな自治体からは納付金を

徴収する仕組みが存在する。また、構造的費用（人口構造など）

の面で、相対的に有利な自治体は納付金を拠出し、相対的に不利

な自治体は交付金を受け取る仕組みも存在する 36（松浦 ,2014）。  

 これまで検討してきた通り、スウェーデンの地方政府は多くの

役割を果たしている。この役割の大きさを反映して、自治体間の

サービス水準に差が見られる。そのため、財政調整制度の改正に

ついては、多数のアクターが参加する政治的な議論になっている。

仮に、地方政府の政策実施能力を高めるために地方税の強化を実

現したとしても、財政調整制度が必要になることをスウェーデン

の事例は示している。  

3-4.地方自治と地域差の関係  

 地方分権が進めば、公的部門は福祉の強化のための負担増に成

功するとは限らない。むしろ、地方分権が進展することによって、

公共サービスなどの地域間格差が拡大するかもしれない。地方自

治 と 地 域 間 の 平 等 と い う 政 治 的 価 値 と の 間 に 緊 張 関 係 が 存 在 す

る (Powell & Boyne,2001)。  

 住民の選好などを踏まえて、地方政府はある程度自律的に政策

を実施できる。一国内の地方団体が自律的に税率を設定し、サー

ビス水準の量と質を決定するようになれば、地方政府が供給する

サービス水準と質に地域差が生じるだろう。  

 地 方 政 府 の 提 供 す る サ ー ビ ス の 地 域 差 と 地 方 自 治 の 関 係 に つ

いては、何らかの公平性の観点や経済的・政治的価値に基づく評

価が必要になる。この「地域的公正」 37を議論するには、地方政

3 6
この制度の場合は、課税力格差の平準化と異なり、中央政府の負担のな

い自治体間の財政調整になる。ただし、財政調整制度全体に占める水平的

要素の割合はそれほど多くはない。
3 7
坂田  ( 1 9 9 6 )は地域レベルの福祉政策の公正さに関する研究を整理し

Te r r i t o r i a l  J u s t i c e に「地域的公正」という訳語を与えている。本稿でもこ
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府 の 支 出 と 地 方 税 を 考 慮 に 入 れ な け れ ば な ら な い （ Powell & 

Boyne,2001）。仮に限られた地方財源が原因で地方の公共サービ

スの地域差が生じているのならば、地方自治の結果として、その

地域差を正当化することは困難になるだろう。  

 もちろん、地方政府の財源状況等による政策決定自体が、地方

自治の結果であるという評価もありうる（ Powell & Boyne,2001）。

そのため、地域住民の選好を政治に反映させようとする地方自治

の論理と、領域内の人々に普遍的な福祉給付を行う福祉国家の論

理との間に一種の緊張関係が生じる（ Trydeg rd & Thorslund, 

2010）  

 財政学において、地方自治と地域間格差の是正という論点につ

いては、財政調整制度（日本での地方交付税）を念頭に議論がな

されている。池上 (2006)によれば、「地方分権の目的は地方政府

の「自己決定権」を確立することである」。そのために必要な財

源は地方税になる。これまで確認してきた通り、政府部門におい

て地方政府は多くの公共サービスを担っている。しかし、「地方

政 府 の 支 出 権 限 配 分 に 完 全 に 見 合 っ た 税 源 配 分 が 行 わ れ て い な

い」場合がある。そこで、地方政府が、支出権限配分に応じた役

割を果たすために、政府間財政移転による財源保障機能（垂直的

財政調整機能）が必要になる（池上 ,2006,pp.250-251）。  

 地方政府間の負担や公共サービス水準の差の問題は、一種の公

平性の問題として考えられている。「課税力の格差」と「財政需

要の格差」から生じる「地方政府間の財政力格差」によって、地

域間の不公平の問題が生じる。課税力の格差が生じる理由として、

「団体ごとに住民の平均所得及び資産状況が異なるために、人口

1 人当たりの地方税収も異なる」ことが指摘されている。また、

「財政需要の格差」が生じる理由として、「団体ごとに住民の年

齢構成・所得状況等が異なるため、公共サービスのニーズが異な

る」点と、「自然条件及び歴史的事情に規定された住民の居住状

況により、公共サービスの供給コストが異なる」点が指摘されて

いる（池上 ,2006,p.251）。  

 以上より、財政調整制度の役割は主に 2 点存在する。まず、「国

民の「機会の平等」を実質的に保障するために」、地方政府が「標

準的な対人社会サービスを実施できる財源を保障する」ことが財

政調整制度の役割である。また、「同等の税制をもつ地方政府が

の訳語を用いている。
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同等の公共サービスを行えるように」、財政力の格差を是正する

ことも財政調整制度の役割である（池上 ,2006,pp.256-257）。  

 国際比較による再分配政策に関する研究では、地方自治と地域

間の差に関する研究はそれほど行われてはいない。日本では、介

護 保 険 制 度 な ど を 対 象 に 以 上 の 論 点 に つ い て 研 究 が 蓄 積 さ れ て

いる 38。この制度のもとで、第 1 号被保険者の保険料を市町村が

設定できる。ただし、各地域の事情によって、保険料の格差が生

じることが考えられる。安藤（ 2008）は、介護給付水準や介護保

険料額に対して、「地域の所得水準や県レベルの施設定員率」が

影響を与えることを、市町村レベルの計量分析によって明らかに

している。その分析結果を踏まえ、「所得水準や県レベルの施設

定員率は，保険者の裁量的な抑制や調整の対象とはなりにくい。

従って現状 39においては，介護保険料額の高騰は必ずしも保険者

機 能 の 弱 さ に 起 因 さ せ る こ と は で き な い 」 と 指 摘 し て い る （ 安

藤 ,2008,p.106）。  

 仮に、保険者が影響力を行使できない要因によって、介護保険

料が決定されているのならば、保険料の地域差を妥当なものと判

断することは困難になる。このような格差に対して、現行の介護

保険制度では、調整交付金が存在している。後期高齢者の割合や

低所得者の割合によって調整交付金は変動する。ただし、調整交

付金の存在によって、保険料格差が完全に是正されているわけで

はない。この点に注目し、調整交付金の導入意図を踏まえた上で、

同制度の評価を試みたのが市川（ 2016）である。市川（ 2016）は、

先行研究 40の指摘を踏まえ、要介護認定者の割合や施設サービス

コストなどが、調整交付金算定基準に含まれていないことが、保

険 料 格 差 の 背 景 に あ る 可 能 性 を 指 摘 す る（ 市 川 ,2016,pp.113- 

114）。その上で、調整交付金の算定項目の決定経緯が分析されて

いる。  

 分析の結果、「標準的なサービス水準を全国レベルで保障しつ

つ、それを上回る部分は市町村が自ら負担しサービス水準を向上

させる。市町村が調整できない後期高齢者の多さと高齢者の所得

水準については国が財政調整を行う（ただし要介護認定出現率の

差については調整を行わない）。コストが高い施設介護から低コ

3 8
外国研究を含めれば個別の研究は無数にある。そのため、本稿では先行

研究の包括的なレビューは行っていない。
3 9
論文執筆時点を指している。

4 0
清水谷・稲倉（ 2 0 0 6）などが言及されている。
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ストの在宅介護への転換を目指すため、サービスコストの格差に

ついては調整を行わない」ことが、調整交付金の導入意図として

存在していたことが指摘されている（市川 ,2016,p.125）。  

 このように、中央政府によって、公共サービスや税率あるいは

保険料の差を是正する論理として、地方自治体（あるいは保険者）

の裁量が及ばない要因が指摘されている。あるいは、中央政府を

含む政策アクターによる政策意図の存在も指摘できる。ただし、

以上の議論が成立するためには、地方自治体（あるいは保険者）

が、自主的に保険料や税率を設定できなければならない。  

 社会的に重要なサービス（価値財）については、標準的なサー

ビス水準の確保が求められる。仮に、これらの公共サービスが分

権的に供給されているのならば，財源保障機能を持つ政府間財政

移転が必要とされる。地方政府が、教育、福祉、医療など担当す

るようになると、財政調整制度は大規模なものになる。本稿の冒

頭で整理した再分配政策を実際に担当するのは、主に地方政府に

なるだろう。そして、人々の「機会の平等」と一定の「結果の平

等」を保障する制度を機能させるためには、何らかの形での政府

間財政移転の存在が必要になるのである。  



おわりに―再分配政策と地方政府

図  29  年 齢 別 の 可 処 分 所 得 に 占 め る 純 額 の 公 的 給 付 の 割 合

（ 41-50 歳の水準との比率）

出 典 ： OECD(2008=2010),p.

本稿では、近年の再分配政策に関する研究を参照しつつ、それ

と政府間関係論の関係を整理検討してきた

の特徴を簡単に指摘した上で、本稿の議論を整理したい。

 図 29 は、41-50 歳の水準を基準とした、年齢別の税と社会保障

による純便益（公的な現金給付マイナス世帯の税負担）の比であ

る。具体的には、各年齢階級の数値と

ポイント）を示している。

在の再分配政策の実態を正確に反映しているとはいえない。ただ

し、国際比較の観点から、日本の位置を把握することができよう。

まず、第 1 に、日本は国際的に見ても、若年層や稼働層の受益が

少ないことが分かる。特に、若年層の受益が負の値を示している

のは日本のみである。稼働世帯の受益の不足が、その世帯の不満

を高める可能性がある。また、

的に見ると、日本の高齢者の受益が高すぎるわけではないことも

看取できる。  
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再分配政策と地方政府

可 処 分 所 得 に 占 め る 純 額 の 公 的 給 付 の 割 合

歳の水準との比率）

119. 

本稿では、近年の再分配政策に関する研究を参照しつつ、それ

と政府間関係論の関係を整理検討してきた。最後に、日本の財政

の特徴を簡単に指摘した上で、本稿の議論を整理したい。

歳の水準を基準とした、年齢別の税と社会保障

による純便益（公的な現金給付マイナス世帯の税負担）の比であ

る。具体的には、各年齢階級の数値と 41-50 歳の数値との差（

ポイント）を示している。2000 年代半ばのデータであるため、現

在の再分配政策の実態を正確に反映しているとはいえない。ただ

し、国際比較の観点から、日本の位置を把握することができよう。

に、日本は国際的に見ても、若年層や稼働層の受益が

少ないことが分かる。特に、若年層の受益が負の値を示している

のは日本のみである。稼働世帯の受益の不足が、その世帯の不満

を高める可能性がある。また、41－ 50 歳との比較になるが、国際

的に見ると、日本の高齢者の受益が高すぎるわけではないことも
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の特徴を簡単に指摘した上で、本稿の議論を整理したい。

歳の水準を基準とした、年齢別の税と社会保障

による純便益（公的な現金給付マイナス世帯の税負担）の比であ

歳の数値との差（ %

年代半ばのデータであるため、現

在の再分配政策の実態を正確に反映しているとはいえない。ただ

し、国際比較の観点から、日本の位置を把握することができよう。

に、日本は国際的に見ても、若年層や稼働層の受益が

少ないことが分かる。特に、若年層の受益が負の値を示している

のは日本のみである。稼働世帯の受益の不足が、その世帯の不満

歳との比較になるが、国際

的に見ると、日本の高齢者の受益が高すぎるわけではないことも
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 本稿での議論を整理すれば、次の通りである。まず、再分配前

後の格差や貧困は、税と社会保障制度のみならず、多様な要因に

よって規定されている。その点を前提においても、再分配政策の

役割を重視する研究が増えてきている。再分配政策の効果を規定

するのは、累進度と規模である。特に、税と社会保障制度の規模

が十分に大きくなければ、格差や貧困を削減することは難しい。

また、「機会の平等」の確保や中長期的な経済成長のためにも、

再分配政策が一定の役割を果たすことが、近年指摘されている。 

 この文脈を踏まえると、子育て世帯への現金給付は重要である。

日本のデータを用いて、高久（ 2015）は、子ども手当（現児童手

当）拡充の効果を実証的に分析している。分析の結果、「子ども

の健康や人的資本の蓄積にとって」重要な要素である「両親の心

理的健康状態」が子ども手当（児童手当）の増加によって改善さ

れている点が明らかにされている。また、「健康状態と深く関連

する消費行動に対する影響」がなかった点も報告されている（高

久 ,2015,p.434,p.442）。人々が安心して生活できるために、現行

の制度は一定の役割を果たしている。  

 また、保育のような現物給付の拡充も必要になる。現在、消費

税増税の財源を用いて、子育て支援の予算拡充が予定されている。

柴田（ 2015）は、「子ども人口の大きさ」などの影響を調整し、

日本の「子育て支援の支出額」を推計している。その結果、仮に

予定されている改革を実施したとしても、日本の子育て支援の支

出額は、「 2009 年の先進国平均の「 6 割」程度」となる可能性が

高いと指摘している（柴田 ,2015,p.262）。保育サービスや児童手

当といった分野には、財源投入の余地が十分にあるといえる。  

 また、「教育・保健医療・保育・介護・環境保全など」のよう

な「広義の対人社会サービス」は再分配効果をもつ。ただし、現

物給付は「年齢・性別・家柄・出身地等を超えた生涯を通じての

「機会の平等」を保障する」役割も持っている。このような現物

給付の供給を主に担うのが地方政府である（池上 ,2006,p.257）。

そのため、地方政府の財源保障を維持することで、「機会の平等」

を実質的に確保することが期待できる。  

 現在、日本の地方自治体はそれぞれ意欲的な取り組みを行って

いる。このような試みが続くことで、地方自治体に対する人々の

信頼が高まり、最終的には財政に対する信頼に繋がるかもしれな

い。本稿で整理してきた議論は、地方自治体で働く人、保育や介
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護などの場で働く人が、安心して働くことができることを前提と

している 41。そのためにも、現場で働く人の労働条件の悪化と引

き替えにした財源確保ではなく、一定の財源を確保した上での政

策の推進が必要になると考えられる。  

4 1
この点に関する議論については、今後の課題としたい。
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